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平成２９年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

（H28-労働-一般-002）主任：竹中晃二 

 

総括研究報告書 

研究代表者 竹中晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

研究要旨 

	 本研究の目的は，地域，職域，および学校において人々のメンタルヘルス不調を予防し，

さらにはポジティブなメンタルヘルスを強化させることを目的に，具体的なプログラムお

よびキャンペーンを開発し，それらの評価を行うことである。従来，メンタルヘルス問題

への対応は，そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞ったアプローチが行われてきた。しか

し，近年では，たとえネガティブな出来事を経験していたとしても，同時にポジティブな

出来事を経験，またそれらに注目しておれば，ネガティブな影響を緩和できることがわか

っている。本研究では，これらメンタルヘルスのネガティブ側面への予防的アプローチと

ポジティブ側面の強化を目的としたプロモーション・アプローチの両面からメンタルヘル

ス問題の予防について研究している。具体的には，Barry（2001）が示したメンタルヘルス

の枠組みに従って，一方で 1）メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的としたストレスマ

ネジメント教育プログラムの開発，他方では 2）メンタルヘルスをよい状態に保つメンタ

ルヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開発，を目指した研究をおこなっテ

イル。前者は，メンタルヘルス疾患・問題が生じることを想定し，それらの予防に焦点を

絞っている。この領域における「予防」とは，メンタルヘルス疾患・問題を前提にした 3

レベルの予防介入として，精神疾患ではないが症状を呈する人たち（indicative），リス

クが高い人たち（selective），および一般の人たち（universal）を対象とする。一方，

後者では，ポジティブ・メンタルヘルス，すなわち幸福感や生活の質感，また生活満足度，

生きる意味をアウトカムとするメンタルヘルス・プロモーションであり，メンタルヘルス

疾患・問題を想定していないものの，その初期症状の出現を抑制し，間接的に予防に役立

つ。  
2 年目となる平成 29 年度では，大きく，1）ストレスマネジメント教育に関する研究，お

よび 2）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，をおこなった。ストレスマネジ

メント教育に関する研究としては，⑴認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プ

ログラムの開発・評価（嶋田洋徳他）（①ストレスマネジメント実践のためのアセスメント

アプリケーションの有効性の検討，②児童集団を対象としたストレスマネジメントのアセ

スメントと実践），および⑵ポジティブストレスマネジメント研修のストレス緩和効果に関する予備的

介入（山田冨美雄他），の計 3 研究をおこなった，一方，メンタルヘルス・プロモーション

に関する研究としては，⑴強みに基づくポジティブ心理学的介入アプリケーションの開発

（上地広昭他），⑵メンタルヘルスプロモーション行動パターンとストレス状況との関連

（島崎崇史他），⑶メンタルヘルス・プロモーション及びその普及啓発に関する研究（竹中

晃二他），および⑷予防教育プログラムの評価（島津明人他）（①リカバリー経験を促進する

ためのプログラム（アプリ）の開発，②個人特性がワーカホリズムとリカバリー経験との

関連に及ぼす影響），の 5 研究を実施した。  
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分担研究者 

竹中晃二 

	 早稲田大学人間科学学術院・教授	

島津明人 

	 北里大学一般教育部・教授  
山田冨美雄 

	 関西福祉科学大学心理科学部・教授	

 
	

Ａ．はじめに 

	 従来，メンタルヘルス問題に関わる対策

は，専門家による治療・心理療法，復職・

復学支援などの回復支援，また質問紙調査

などを用いてスクリーニングを行った上で

の初期介入が中心であった。最近では，メ

ンタルヘルス問題に関わって，専門家によ

る対症療法とは別に，一次・二次予防を謳

った初期段階の予防プログラムが実施され

ている。例えば，学校においては，ストレ

スマネジメント教育を，また職域において

は幹部を対象とした研修会や新入社員対象

の講習会が実施されている。企業において

は，2015 年 12 月からストレスチェック制

度が法令化され，スクリーニングテストに

よって勤労者個々人のストレス度合いを把

握し，職場環境の改善や個人の不適応を解

決する手段として期待されている。しかし，

ストレス度が高いものの，症状が出ていな

い人やメンタルヘルス問題に対して自覚が

乏しい人にとっては，これらの参加に対し

て義務的になる傾向が強い。その結果，他

人事のように感じるだけで，「誰もが生じ

るかもしれないメンタルヘルス問題」とい

う危機意識が乏しいままである。そのため，

メンタルヘルスに関して，人々の自覚を促

し，しかも負担感を低減した教育プログラ

ムが求められている。	

予防の観点では，環境や制度の整備とは	

 

嶋田洋徳 

	 早稲田大学人間科学学術院・教授	

上地広昭 

	 山口大学教育学部・准教授	

島崎崇史 

	 上智大学文学部・講師	

	

	

別に，私たち個人が日常生活において，「ス

トレスに備える，メンタルヘルスをよい状

態に保つ」という意識を高め，その予防行

動を身につける必要がある。従来，メンタ

ルヘルス問題への対応は，そのネガティブ

側面の緩和に焦点を絞ったアプローチがお

こなわれてきた。しかし，近年では，たと

えネガティブな出来事を経験していたとし

ても，同時にポジティブな出来事を経験し

ていたり，そのことに注目しておれば，ネ

ガティブな影響を緩和できることが知られ

ている（例えば，Haeffel & Vargas,2011）。

本研究では，環境整備や個人の気づき強化

に特化したスクリーニングと併用しながら，

個人が行える予防措置の具体的行動を推奨

することを強調している。この観点は，厚

生労働行政の施策と一致し，従来の施策を

さらにバージョンアップすることにつなが

る。  

	 本研究の目的は，人々がストレス対処法を

身につける（ストレスマネジメント）だけで

なく，「よいメンタルヘルス状態を保つ」た

めに必要な行動の実践（メンタルヘルス・プ

ロモーション）を促し，メンタルヘルス問題

の予防に貢献できる教育・普及プログラムを

開発し，評価システムを作成することである。	
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B. 対象と方法 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

	 ストレスマネジメントとは，ストレス性疾

患やメンタルヘルス問題の発症を想定し，そ

の原因となるストレス源の除去，あるいは緩

和，また防衛因子を強める方策を指す。本研

究のメンバーはすでに，認知行動療法および

ポジティブ・サイコロジーを基にして，様々

な場でストレスマネジメント教育プログラ

ムを提供しており，本研究では，さらに対象

者や環境を特徴に応じてセグメント化した

プログラムの開発を目指す。平成29年度では，

以下，ストレスマネジメント教育の研究とし

て，大きく2つの報告（3研究）をおこなう。	

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

 ストレスマネジメントには，一般的に，

呼吸法や自律訓練法などの生理的技法，認

知再構成法（認知的再体制化）などの認知

的技法，社会的スキル訓練などの行動的技

法などが含まれている。ストレスマネジメ

ントの実践報告は，教育領域，職域領域，

地域においていずれも増加しており，スト

レスマネジメントのストレス低減効果は，

揺るぎのないものになっている。しかしな

がら，ストレスマネジメントの有効性の担

保となる普及を目指すためには，①ストレ

スマネジメントによって習得したスキルの

日常生活への定着，②対象者のさまざまな

個人差変数の対応，③実践を提供する実施

者の養成，④ストレスマネジメントの有効

性について ,より適切な評価（何をもって
「予防」したとしているのか）をおこなう

ことなど，いくつかの課題も残されている。

平成 29 年度の研究では，認知行動療法を
用いたストレスマネジメント教育プログラ

ムの開発・評価の一貫として，日常生活に

即したアセスメント方略について補助的ア

プリケーションを用いた場合の有効性の検

討，および学級集団におけるストレスマネ

ジメントを実施する場合のアセスメント方

略の整理と予防的なストレスマネジメント

の評価について検討をおこなった。  
1)ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

職域においてはメンタルヘルス対策とし

て，コーピングの拡充によってストレス耐

性を高めることを目的とした認知行動療法

型ストレスマネジメント（Cognitive 
Behavior Stress Management；以下，
CBSM）が実施されており，一定の効果が
確認されている。一方で，CBSM は主に研
修形式で実施されることが多く，対象者自

身が自分のコーピングの有効性を分析する

手続きを十分に用いることができていない。

そのため，結果的に不十分な効果になって

しまい，全体的な効果性が低減している。   
CBSM においては，対象者の個別化の精

緻化を意図した手続きを工夫する必要があ

る。その具体的な工夫の一つとして，さま

ざまな情報を蓄積させ，対象者が必要とす

る情報を提供できる情報通信技術

（Information and Communication 
Technology; 以下，ICT）の利用が考えら
れる。ICT を CBSM に活用すると，個人の
コーピングの有効性に関するデータをその

個人のデータベースとして蓄積させ，個人

にとって，有効性の高いコーピングをある

程度自動的にフィードバックすることで 
個別化されたストレスマネジメントの実施

を可能にしている。また，ストレスは，睡

眠を中心とした生活リズムの影響を大きく

受けやすく（岡島，2012），ストレスと同
時に「睡眠改善の介入」を実施することに

よって，さらにストレス低減効果が促進さ

れる（Vargas et al., 2014）。これらのこと
から，本研究では，セルフマネジメント介

入の効果を高めるために，ICT を用いて個
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人の睡眠の問題をアセスメントし，睡眠リ

ズムを整えることを基盤とした介入プログ

ラムを開発し，評価をおこなった。  
2)児童集団に対するストレスマネジメントのアセ

スメントと実践 

児童集団に対してストレスマネジメント

や社会的スキル訓練などの心理的介入を実

施する際には，「集団のアセスメント」が重

要である。しかしながら，集団のアセスメ

ントにおける具体的な手続きは，十分に共

有されていないのが現状である。特に学校

や学級における「集団」は，たとえばうつ

病など同様の疾患をもつ集団に対する認知

行動療法や，子育てという共通の悩みや課

題を抱える保護者集団に対するペアレン

ト・トレーニングとは位置づけが異なる。

すなわち学校や学級という，既存の生活を

一にする集団の特徴や特性を把握した上で，

集団を対象として介入する利点を活かす手

続きが求められる。その枠組みの一つとし

て，「機能的アセスメント」が重視されてい

る。本研究では，これまで実践されてきた

児童集団を対象としたストレスマネジメン

ト介入について，「集団のアセスメント」と

いう観点で概観をおこなった。本研究では，

児童集団を対象としたストレスマネジメン

ト介入を扱った研究を概観するために，「ス

トレスマネジメント」「介入」「児童」「集団」

「学級」をキーワードを使って Google 
Scholar および CiNii から検索をおこなっ
た。  
2. ポジティブストレスマネジメント研修

のストレス緩和効果に関する予備的介

入（山田冨美雄他） 

	 本研究の目的は，ストレスマネジメント

研修会の内容にポジティブストレスマネジ

メントの要素を取り入れ，その実施継続が

従業員のストレス状況に有効となるかいな

かを実証的に検討することであった。スト

レスチェックを実施する事業所の職員を対

象として，ストレスチェック結果の返却の

後に研修を実施し，研修プログラム実践の

有無，および継続がワークエンゲィジメン

トおよびストレス状況に及ぼす影響を実施

群と非実施群で比較検討した。	

保健師による研修は	(1)ワークエンゲィ

ジメントを高める，(2)強みのワーク，強み

を生かす，(3)マインドフルネス呼吸法でリ

ラックス，及び(4)生活習慣の大切さの４項

目から構成されていた。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

ポジティブ心理学の研究成果に基づく介

入は，ポジティブ心理学的介入と呼ばれて

いる。その中でも最も代表的なものに，「強

み」に基づく介入がある。強みは，多く持

つことでも well-being と関連するが，保有
するだけではなく，より積極的に活用する

（発揮すること）ことでさまざまな効果が

期待できる。Seligman（2003）によれば，

強みには，時代，民族，宗教などを超えて

24 種類（好奇心と関心，学習意欲，判断力
など）存在する。さらに，人には 3 つから
7 つ の 「 特 徴 的 な 強 み  (Signature 
Strengths)」があり，この特徴的な強みを
様々な方法で活用させる介入が一般的であ

る。  
本研究では，個人が持つ代表的な 5 つの
強みの活用状況と主観的な日常満足感につ

いて，毎日の生活で，セルフモニタリング

を行わせるスマートフォン用アプリケーシ

ョンの開発を行った。	

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

本研究では，「日常生活において実践可能
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な『こころの健康』を促進する行動」であ

るメンタルヘルス・プロモーション行動と

職業性ストレスとの関連性を検討した。昨

年度の研究成果としては，メンタルヘル

ス・プロモーション行動の実施状況を評価

する尺度の開発，および横断研究により職

業性ストレスにおける活力との間に正の相

関が，また抑うつ感との負の相関を確認し

ている。一方で，メンタルヘル・プロモー

ション行動は，就労者の趣向性により，複

数の行動が組み合わせて実施されている。

例えば，運動やスポーツを好む者は，気晴

らしとして身体活動を実施することにより

こころの健康を保持・増進していると考え

られるが，博物館や美術館に行くといった

行動によってこころの健康増進を図ってい

るとは考え難い。逆の行動パターンを有す

る者も当然存在すると考えられる。	

本研究の目的は，中小企業の就業者を対象

としてメンタルヘルス・プロモーション行

動の実施パターンを明らかにし，職業性ス

トレスとの関連性を明らかにすることであ

った。対象者は，東北地方の中小企業 6 事

業所に就労する 942 名で，全国健康保険協

会岩手支部の協力により募集した。職業性

ストレス状況は，職業性ストレス簡易調査

票（下光,	2005）における活気，イライラ

感，疲労感，不安感，および抑うつ感を測

定する 18 項目について回答を得た。メンタ

ルヘルス・プロモーション行動実施状況は，

メンタルヘルス・プロモーション行動評価

尺度（島崎他,	2015）をもちい，メンタル

ヘルス・プロモーション行動の実施状況に

ついて 5 件法により回答を求めた。	

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモ

ーション（MHP）において，1）ポジティ

ブな感情・考え方・活動（ポジティブ要素：

PosiMH）がメンタルヘルスのネガティブ側

面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及啓

発を目的としたメンタルヘルス•プロモー

ション・ブランド「こころの ABC 活動」

を開発し，3）「こころの ABC 活動」のリ

ーフレット配布による普及啓発の効果を検

証することであった。  

1）では，Layous, Chacellor, & Lyubomirsky

（2014）の文献を基に，PosiMH が果たす

保護的役割を整理した。PosiMH は，高水

準の生活満足度と肯定的感情（感情的なウ

ェルビーイング），および高水準の心理社会

的機能（心理的，社会的ウェルビーイング）

である（Miles, Espiritu, Horen, et al., 2010）。

幸福感，快感情，充実感，またそれらを生

じさせるポジティブ要素は，メンタルヘル

ス不調への保護要因の役割を果たすことが

知られている。  

2）では，Act，Belong，Challenge の 3 要

素からなる MHP ブランド「こころの ABC

活動」を開発し，3）では，自治体職員を対

象に，MHP ブランド「こころの ABC 活動」

に関わるリーフレットを配布し，普及啓発

の効果として配布 1 カ月後に認識，理解，

受容，および行動意図についての調査を行

った。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

本研究では，職域における個人に向けた

メンタルヘルス・プロモーションに関して，

予防教育プログラムの評価を行うことを目

的とする。2年目にあたる平成 29年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因とし

てリカバリー経験（仕事以外の時間の使い

方）に注目し，リカバリー経験を促す教育

プログラム開発の予備的検討を目的とした。

具体的には，仕事との心理的距離（リカバ
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リー経験の主要要素）を阻害するワーカホ

リズムの低減プログラム（アプリケーショ

ン）を開発し，その効果をパイロット研究

で評価することを第 1 の目的とした。また，

開発したアプリの効果の個人差を探索する

ため，ワーカホリズムと心理的距離との関

連に個人特性が及ぼす影響を検討すること

を第 2 の目的とした。  

健常な大学生 17 名を対象に，ストレス軽

減 で 実績 のあ る 注意 バイ アス 修 正 法

（Attention	Bias	Modification：ABM）に

よる課題をおこなわせた。この課題は，8

つのワーカホリズム関連ワードと，8 つの

ポジティブな内容のワードのいずれかをペ

アにして全 127試行ランダムに iPad画面の

上下空間に提示し，素早くポジティブな方

向を指で選択する課題である。評価として

は，Study	engagement（vigor,	dedication,	

absorption ）， Anxiety （ trait	 anxiety,	

state	anxiety），Attention	bias	(reaction	

time,	correct	answer	rate)の 3 点を用い

た。	

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

本研究の目的は，心理的距離の促進が期待

されるワーカホリズムの低減プログラム

（アプリ）の効果に関する個人差を探索す

るため，ワーカホリズムと心理的距離との

関連に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で

ある。本研究では，個人特性として，Big	

Five パーソナリティ，完全主義傾向の 2 つ

の特性を取り上げて検討した。 

株式会社 NTT データ経営研究所の人間情

報データベース登録モニタを対象として

WEB 調査を行い，データを収集した。調査

の案内は，人間情報データベース登録モニ

タ 18,494 名を対象におこない，回答があっ

た 13,444名のうち有職者 9,191名のデータ

を解析に使用した 

	 測定は，	(1）心理的距離，(2）ワーカホ

リズム，(3）Big	Five パーソナリティ，(4）

完全主義傾向，(5）仕事の要求度，仕事の

資源，(6）人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）のそれぞれの尺度を使用してた	

	

C. 結果 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1) ストレスマネジメント実践のためのア

セスメントアプリケーションの有効性

の検討 

介入方法（ワークシート群，個別面接群，

アプリ群）を独立変数，ストレス，睡眠，

コーピングレパートリーを従属変数とした

２要因分散分析をおこなった結果， ストレ
スにおいてはいずれの主効果および交互作

用は有意ではなかった。しかし，pre 期と
比べて post 期の，コーピングレパートリー
の下位尺度「責任転嫁」得点，「睡眠重症度」

において，時期の主効果および交互作用が

示された。「責任転嫁」においては，アプリ

群に有意な変化が認められた。以上のよう

に，一部効果が認められたものの，今後は

さらにサンプル数を増やして ICT を用い
た CBSM の効果を検証する必要がある。 
2) 児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

従来の関連研究を概観し，児童集団を対象

としたストレスマネジメント介入について

再現性，実証性を担保する介入の要件につ

いて検討した。その結果，1）ストレス理
論に基づくアセスメントの実施，2）機能
的アセスメントの実施，3）アセスメント
に基づく手続きの設定，4）予防を目的と
したストレスマネジメントの有効性の評価，

の４要因が重要であることがわかった。 
3. ポジティブストレスマネジメント研修
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のストレス緩和効果に関する予備的介

入（山田冨美雄他） 

種々の質問調査を実施した結果，強み，ワ

ークエンゲイジメント，マインドフルネス

呼吸法の指導からなる研修は，研修参加者

における仕事に関わる心理的負担感を軽減

し，仕事に関するコントロール感を増加さ

せ，さらに家族や友人からのサポートが増

やした。研修のワークエンゲィジメント増

加および幸福感増強効果は，ワークエンゲ

イジメントを意識して高める工夫隣，仕事

に強みを生かそうと努力することによって

もたらされた。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

スマートフォン用アプリケーションの開

発では，セルフモニタリングを継続的に行

ってもらうために，ゲーミフィケーション

の中のポイントとバッジの要素を盛り込ん

だ。ポイントとは，進行を数量的ユニット

で表示することであり，ここでは自分の強

みを活用する毎にポイントを付与するよう

に設定した。また，バッジは，達成状況を

アイコンで可視化することであり，ここで

はポイントが規定量（たとえば 20 ポイン
ト）に達した場合，スマートフォンの画面

の色が変化するになっている。これにより，

利用者を視覚的に楽しませつつ，アプリケ

ーション利用の動機づけを高めたる。	

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

メンタルヘルス・プロモーション行動尺度

の 8 項目全てに対して回答が得られた 762

名を対象とし，メンタルヘルス・プロモー

ション行動実施パターンについては Ward

法によるクラスター分析をおこなった。行

動パターンには，個人活動型（n = 95），非

活動型（n = 283） ，身体活動型（n = 164） ，

多活動型（n = 64） ，および文化活動型（n 

= 156）がみられ，就業ストレスとの関連性

を検討した結果，非活動型は，他のクラス

ター群と比較して活気が有意に低かった。

加えて，他のクラスターと比較して，イラ

イラ感，疲労感，および抑うつ感が有意に

高かった。   

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

本研究では，メンタルヘルス・プロモーシ

ョンにおいて，1）ポジティブな感情・考え

方・活動（ポジティブ要素：PosiMH）がメ

ンタルヘルスのネガティブ側面に果たす防

衛的役割を整理し，2）普及啓発を目的とし

たメンタルヘルス•プロモーション・ブラン

ド「こころの ABC 活動」を開発し，3）「こ

ころの ABC 活動」のリーフレット配布に

よる普及啓発の効果を検証した。  

その結果， 1）において，Layous, Chacellor, 

& Lyubomirsky, 2014）の研究を概観したと

ころ，ポジティブ要素が果たす精神疾患へ

の保護的役割は，（A）近位の危険因子への

直接的抑制効果，（B）遠位の危険因子から

近位の危険因子への影響力の緩和，および

（C）近位の危険因子から精神症状を導く

調整変数，の 3 点が明確になった。  

2）においては，ポジティブ・メンタルヘ

ルスを強化する行動について，従来実施し

た研究を基に「こころの ABC 活動」と名

付けたメンタル・プロモーション・リーフ

レットを開発し，3）において自治体職員に

配布 1 ヶ月後に普及啓発効果を調べた。そ

の結果，リーフレットそのものが閲覧され

ておれば，認識→理解→受容→行動意図と

影響が連鎖することがわかった。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 
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1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

ワードの感情価評価について，ワーカホリ

ズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差を

算出したところ， 5.8	 ±	 0.4	 (95%CI:	

5.6-6.0)であった。一方，ポジティブな内

容のワードのスコア平均±標準偏差は，1.7	

±	0.4	(95%CI:	1.5-1.9)であった。	

study	engagement	および Trait	anxiety

については，介入後の変化は見られなかっ

た。しかしながら，State	anxiety は実施

後に有意に軽減した。	

Attention	bias については，1 回目と 5

回目の Correct	answer	rate に差は見られ

なかったが，Reaction	time が実施後に顕

著に短くなった。	

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

Big	Five パーソナリティと強迫的な働き

方については，神経症傾向と強迫的な働き

方との交互作用が有意であった。交互作用

の単純傾斜の検定の結果，神経症傾向が高

いほど強迫的な働き方と心理的距離とのネ

ガティブな関係が強くなる傾向が認められ

た。これらの結果は，神経症傾向の高い労

働者は低い労働者と比べて，強迫的な働き

方をすることによって仕事から心理的に離

れることがより難しくなる可能性を示唆し

ている。	

完全主義傾向と強迫的な働き方において

は，高目標設置と強迫的な働き方との交互

作用が有意であり，目標設置が低いほど，

強迫的な働き方と心理的距離のネガティブ

な関係が強くなる傾向が認められた。これ

らの結果は，仕事において高い目標設定を

する傾向が低い個人ほど，強迫的な働き方

をすることで，仕事から離れることがより

難しくなる可能性を示唆している。	

強迫的働き方と心理的距離との関連にお

ける感度分析をおこなった結果，心理的距

離・高群では，強迫的な働き方が心理的距

離と有意な関連を有していなかった。しか

し，心理的距離・中群および低群では，強

迫的な働き方が心理的距離と有意な関連が

あり，特に中群においてその効果が最大で

あった。これらの結果は，強迫的な働き方

の低減に焦点を当てた心理的距離の促進プ

ログラムが，心理的距離・高群では効果が

認められにくいのに対して，中程度以下の

群では有効である可能性を示唆している。	

	

D. 考察 

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1）ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

本研究では，ストレスにおいて時間，群，

および交互作用に有意な結果が出て得られ

なかったものの，pre期と比べて post期の，
コーピングレパートリーの下位尺度「責任

転嫁」得点，「睡眠重症度」において時期の

主効果および交互作用が示された。この結

果は，アプリ群において，一部コーピング

の効果が高まったことを示している。今後

はさらにサンプル数を増やして効果の検証

をおこなうつもりである。  
2）児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

児童生徒対象のストレスマネジメントに

おいては，1）ストレス理論に基づくアセ
スメントの実施，2）機能的アセスメント
の実施，3）アセスメントに基づく手続き
の設定，4）予防を目的としたストレスマ
ネジメントの有効性の評価，の４要因が重

要であり，これらの要件を考慮して介入を

実施することによって，効果が得られた手

続きの再現性の確認，また効果が得られな
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かった場合の手続きの修正および再検討の

指針となりうると考えられる。  
3. ポジティブストレスマネジメント研修

のストレス緩和効果に関する予備的介入

（山田冨美雄他） 

仕事への裁量権が増し，他者からのサポー

トが増すことは，仕事による要請（task	

demand）感を軽減させる。このことは，仕

事ストレスのモデルに合致する。本研究で

おこなったように，仕事ストレスに焦点を

当てたポジティブストレスマネジメント研

修では，強みを仕事に活かし，自分なりに

仕事への熱中度を高めるという指導を行い，

それを継続させることを主眼とするストレ

スマネジメントプログラムが効果的であっ

た。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

本アプリケーションでは，単に強みの活用

を促すだけではなく，行動変容技法（セル

フモニタリングの原理を応用することで継

続的な行動変容（強みの活用を長期的に継

続すること）を目指している。今後は，実

際に無作為化統制試験を行い，本アプリケ

ーションの有効性に関して検証を行う必要

がある。	

2. メンタルヘルス・プロモーション行動

パターンとストレス状況との関連（島

崎崇史他） 

本研究の結果から，メンタルヘルス・プロ

モーション行動は，個人の趣向性に併せて

実施することで，職業性ストレスの改善に

貢献する可能性が示唆された。今後は，対

象者の特徴や趣向性などセグメントの要因

を詳細に見極めた上で，それらのセグメン

トに適合したメンタルヘルス・プロモーシ

ョン活動の推奨を行い，その効果を検証し

たい。  

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

ポジティブ要素がメンタルヘルスのネガ

ティブ側面に果たす防衛的役割についての

メカニズムが整理できた。また，ポジティ

ブ・メンタルヘルスを強化するためには，

単に知識だけを提供する事から，その知識

をいかに日常生活に結びつけるかが課題で

ある。そのためソーシャル・マーケティン

グなどの普及啓発の手段を使い，知識から

態度変容，そして行動変容に結びつける方

法論を検討する必要がある。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

本研究はパイロットスタディであり，ワー

カホリズム関連ワードの非捕捉によって

State	anxiety が軽減したメカニズムにつ

いて明確に論じることはできない。しかし，

ワーカホリズム関連ワードの非捕捉によっ

て，ポジティブな内容のワードの捕捉

Reaction	time が短くなったという行動指

標の変化が媒介要因になっている可能性が

ある。つまり，ABM により脳内のワーカホ

リズム関連ワードに反応する脳部位の賦活

が軽減したことによって，State	anxiety

が軽減したかもしれない。 

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響 

個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置がそれぞれ，強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人に，
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より有効である可能性を示唆している。ま

た，感度分析では，心理的距離が中程度以

下の群，特に中程度の群において本プログ

ラムが最も有効である可能性も示唆された。

今後，本プログラムを実施するに際しては，

事前に実施対象者を神経症傾向が高い人や

目標設置が低い人，心理的距離が中程度以

下の人に限定することで，プログラムの効

果をより高めることが期待される。	

 
Ｅ. 結論 

	 平成 29 年度の研究は，大きく，1）スト

レスマネジメント教育に関する研究，およ

び 2）メンタルヘルス・プロモーションに

関する研究，の 2 点に分けて，成果を報告

した。以下，それぞれの研究に関連研究つ

いて結論をまとめる。	

Ⅰ. ストレスマネジメント教育の研究 

1. 認知行動療法を用いたストレスマネジメント教

育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 

1) ストレスマネジメント実践のためのア

セスメントアプリケーションの有効性

の検討 

 本研究は，個別化を目的に，睡眠改善お

よびストレスマネジメントプログラムを搭

載したアプリケーションを開発し，一部そ

の効果が認められた。今後の課題としては，

さらにサンプル数を増やし，引き続き

CBSM の効果を検証する必要がある。 

2) 児童集団に対するストレスマネジメントのア

セスメントと実践 

本研究では，児童集団を対象としたストレ

スマネジメント介入について概観し，質の

高い，すなわち期待した効果が得られ，再

現性，実証性を担保する介入の要件につい

て検討し，その結果，１）ストレス理論に

基づくアセスメントの実施，２）機能的ア

セスメントの実施，３）アセスメントに基

づく手続きの設定，４）予防を目的とした

ストレスマネジメントの有効性の評価，の

４要件が明らかになった。  
2.ポジティブストレスマネジメント研修の

ストレス緩和効果に関する予備的介入（山

田冨美雄他） 

強み，ワークエンゲイジメント，マインド

フルネス呼吸法の指導からなる本研修によ

って，仕事に関わる心理的な負担感が軽減

し，仕事のコントロール感が増加し，加え

て家族や友人からのサポートが増えた。	

研修のワークエンゲィジメント増加およ

び幸福感増強効果は，ワークエンゲイジメ

ントを意識して高めることにつながり，仕

事に強みを生かそうと努力することによっ

てもたらされた。	

以上の結果から，仕事ストレスに焦点を当

てたポジティブストレスマネジメント研修

では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕

事への熱中度を高めるための指導を行い，

それを継続させることを主眼としたストレ

スマネジメントプログラムの開発が求めら

れ。	

Ⅱ. メンタルヘルス・プロモーションの研

究 

1. 強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発（上地広昭他） 

本アプリケーションを用いて個人の持つ

ポジティブな性格特性（強み）を存分に発

揮することができれば，ポジティブ心理学

の究極的な目標である持続的な幸福の実現

に寄与できる。 

2. メンタルヘルスプロモーション行動パ

ターンとストレス状況との関連（島崎

崇史他） 

本研究の結果，メンタルヘルスプロモーシ

ョン行動は，個人の趣向性に併せて実施す

ることで職業性ストレスの改善に貢献する

ことが示唆された。今後は，各行動パター

ンとストレス状況との関連における社会経
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済学的変数の影響を明らかにし，対象者の

属性に合わせた支援のあり方を検討する必

要がある。 

3. メンタルヘルス・プロモーション及び

その普及啓発に関する研究（竹中晃二

他） 

メンタルヘルス問題に含まれる煩瑣なこ

とは，当人が気分の重さを訴え，周りの人

も気がつき，専門家に委ねられる段階では，

すでに深刻な状態に陥っており，そこから

の回復が思うように進まないことである。

近年，職域ではストレスチェック制度の導

入と合わせて，相談サービスや具体的対策

も充実してきたものの，メンタルヘルスに

関する対策は，依然として二次・三次予防

が中心である。そのため，具体的で効果が

期待できる一次予防対策が求められている

ことは言うまでもない。「こころの ABC 活

動」をはじめとする MHP は，PosiM を強化

し，まさにメンタルヘルス問題の一次予防

として期待されている。  

4. 予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

1）リカバリー経験を促進するためのプログ

ラム（アプリ）の開発 

2）個人特性がワーカホリズムとリカバリー

経験との関連に及ぼす影響  
	 本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。ワーク・エンゲイジメントの促

進要因としてリカバリー経験（仕事以外の

時間の使い方）に注目し，リカバリー経験

を促す教育プログラム（アプリケーション）

開発の予備的検討を行うとともに，開発し

た教育プログラムの効果の個人差を検討す

るための WEB 調査を行った。仕事との心
理的距離（リカバリー経験の主要要素）を

阻害するワーカホリズムの低減プログラム

（注意バイアス修正法）を開発し，その効

果を健常な学生を対象としたパイロット研

究で評価した。その結果，State anxiety
と Attention bias の reaction time にポジ
ティブな変化が認められた。  
ワーカホリズム（強迫的な働き方）と心理

的距離との関連に個人特性（Big Five パー
ソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす影響

を WEB 調査で検討した。その結果，パー
ソナリティに関しては神経症傾向が，完全

主義傾向に関しては高目標設置が，それぞ

れ強迫的な働き方と有意な交互作用を有し

ていた。  
今後，心理的距離の促進が期待されるワ

ーカホリズムの低減プログラムを実施する

際は，実施対象者を（1）神経症傾向が高
い，（2）目標設置が低い，（3）心理的距離
が中程度以下，などの個人特性に注目し，

これらの特性を有する人に限定することで，

プログラムの効果をより高めることが期待

される。  
 
	 以上，2 研究テーマ，9 研究をもとにし
て次年度では，対象者の人数を増加させ，

また対象者の特徴に適合したプログラムの

実践をおこなうつもりである。  
 
F. 健康危機情報 

	 該当せず。	
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小松沢早桐・梶原彩香・竹中晃二  (2017). 乳

がんサバイバーの心的外傷後成長を促

す要因 . 日本健康心理学会第 30 回大

会 . 

竹中晃二(2017).子どもの身体活動ガイドラ

イン〜新しい魅力づくり〜 . 日本体育

学会第 68 回大会体育経営管理専門領

域企画シンポジウム「子どもの運動生

活をどう変えるか ,どのように変える

か」 . 

竹中晃二  (2017). メンタルヘルス・プロモ

ーション啓発冊子配布によるプロセス

評価：予備的研究 .第 9 回日本ヘルスコ

ミュニケーション学会 . 

竹中晃二  (2017). ポジティブ心理学とその

普及啓発 . 第 33 回日本ストレス学会

学術総会シンポジウム「ポジティブ心

理学とその普及啓発活動」 . 

竹中晃二・梶原彩香  (2018). ポジティブ・

メ ン タ ル ヘ ル ス 生 成 に 関 わ る

meaningful activity. 早稲田大学応用脳

科学研究所シンポジウム.	

梶原彩香	・竹中晃二	(2018).	若年就労者

に向けたメンタルヘルス問題の予防ア

プリの開発及び評価.	早稲田大学応用

脳科学研究所シンポジウム.	

島崎崇史・飯尾美沙・上地広昭・竹中晃二

（2017）．メンタルヘルスプロモーショ

ン行動パターンとストレス状況との関

連	 日本ストレスマネジメント学会第 16 回

大会・研修会抄録集 p.19 

島崎崇史・上地広昭・竹中晃二（2017）．メンタ

ルヘルスプロモーション行動による職業性

ストレス予測モデルの構築 日本心理学会 
島津明人  (2017). 特別講演「健康でいきい

き働くためのメンタルヘルス：バーン

アウトからワーク・エンゲイジメント

へ」 , 2017 年 9 月 16 日 , 聖路加看護
学会学術交流集会 , 聖路加国際大学 , 

東京都 . 
島津明人  (2017). シンポジウム「ポジティ

ブ心理学によるストレスマネジメン

トの可能性」ポジティブ心理学と職場

ストレス：ワーク・エンゲイジメント

に注目して . 2017 年 10 月 21 日（土）, 
日本ストレス学会第 33 回学術総会 , 
関西福祉科学大学 , 大阪府柏原市 . 

島津明人  (2017). シンポジウム「行動医学
の新しい展開：臨床から健康増進へ」

職場のポジティブメンタルヘルスと

行動医学：ワーク・エンゲイジメント

に注目した組織と個人の活性化 . 2017
年 6 月 16 日（金） , 第  58 回日本心
身医学会総会学術講演会 , 札幌コンベ
ンションセンター , 札幌市 . 

Shimazu, A. (2017). Symposium: 
Innovating concepts and 
measurements of positive mental 
health at workplace: work 
engagement and beyond. Work 
engagement:its concept, 
measurement and cross-cultural 
differences. The 6th International 
Commision on Occupational Health: 
Work Organization and Psychosocial 
Factors 2017 Congress. 2017 年 8 月
30 日 , Mexico city, Mexico. 

島津明人  (2017). シンポジウム「ポジティ
ブ心理要因と健康の関係：職域・地域

のポジティブ資源に着目して」職場の

ポジティブ資源と健康：健康増進と生

産性向上の両立をめざして . 2017 年
11 月 1 日（水） , 第 76 回日本公衆衛
生学会総会 , かごしま県民交流センタ
ー , 鹿児島市 . 

島津明人  (2017). 大会長講演「働き方の見
直しとメンタルヘルス」，2017 年 12
月 1 日，第 24 回日本行動医学会学術
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総会 , 聖路加国際大学 , 東京都 . 
島津明人  (2017). シンポジウム「職場のポ

ジティブメンタルヘルス：組織と個人

の活性化に向けた手法開発とその効

果」ストレスチェックを活用した職場

の活性化対策：組織資源の向上に注目

したポジティブアプローチ . 2017 年
12 月 8 日（金）第 25 回日本産業スト
レス学会 , 静岡県コンベンションアー
ツセンター , 静岡市 . 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

島津明人  (2018). シンポジウム「職域にお
けるメンタルヘルスケア」ポジティブメン

タルヘルスと健康経営：ワーク・エンゲイ

ジメントに注目して . 2018 年 1 月 14 日
（日），第 52 回日本成人病（生活習慣病）
学会 , 都市センターホール , 東京都 . 
H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得	

	 該当せず。	

2．実用新案登録	

	 該当せず。	

3．その他	

	 該当せず。	
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平成29年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）	

分担研究報告書	

	

認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価  
 

研究分担者  
	 	 	 	 	 	 	 嶋田  洋徳（早稲田大学人間科学学術院・教授）  

 
研究協力者  

	 	 	 	 	 	 	 小関  俊祐（桜美林大学心理・教育学系・講師）  

	 	 	 	 	 	 	 田中  佑樹（早稲田大学大学院人間科学研究科・博士後期課程）  
	 	 	 	 	 	 	 石井  美穂（早稲田大学人間科学学術院心理相談室・相談補助員）  

 
研究要旨：ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を

促す心理教育や，心理的ストレスへの対処方略の獲得や拡充をねらいとした介入を

行うことによって，心理的ストレスとのつき合い方を習得する手続きの総称として

用いられることが多い（竹中，1997）。ストレスマネジメントには，一般的に，呼
吸法や自律訓練法などの生理的技法，認知再構成法（認知的再体制化）などの認知

的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法などが含まれている（金，2011）。  
	 ストレスマネジメントの有効性を担保するためには，適切なアセスメントが必要

不可欠である。その一方で，平成 28 年度の研究の成果によって，①日常生活に即
した状態像の適切な評価方法の検討，②集団におけるアセスメントの具体的方略の

検討，③何をもって「予防」したとしているのか，というようなストレスマネジメ

ントの有効性についての適切な評価方法の検討，が課題として明らかになった。  
	 そこで本報告では，認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラム

の開発・評価の一貫として，日常生活に即したアセスメント方略として，補助的ア

プリケーションを用いた場合の有効性の検討と，学級集団におけるストレスマネジ

メントを実施する場合のアセスメント方略の整理と予防的なストレスマネジメント

の評価について検討を行った。	

	

ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検

討 

Ａ．研究目的	

職域においてはメンタルヘルス対策と

して，コーピングの拡充によってストレ

ス耐性を高めることを目的とした認知行

動療法型ストレスマネジメント

（Cognitive Behavior Stress 
Management；以下，CBSM）が実施さ
れており，一定の効果があることが示さ

れている（たとえば，河田・嶋田，2011）。
一方で，CBSM は主に研修形式で実施さ
れることが多く，対象者自身が自分のコ

ーピングの有効性を分析する手続きを十

分に用いることができないことに起因し
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て，結果的に不十分な効果になってしま

い，全体的な効果性が低減してしまって

いることが予測される。そのため，CBSM
においては，対象者の個別化の精緻化を

意図した手続きの工夫が必要であること

と考えられる。その具体的な工夫として，

さまざまな情報を蓄積させて，対象者が

必要とする情報を提供することが可能で

ある情報通信技術（Information and 
Communication Technology; 以下，ICT）
が挙げられる。ICT を CBSM に活用する
と，個人のコーピングの有効性に関する

データをその個人のデータベースとして

蓄積させ，その個人にとって，有効性の

高いコーピングをある程度自動的にフィ

ードバックすることによって個別化され

たストレスマネジメントの実施を可能に

すると考えられる。 
また，ストレスは，睡眠を中心とした生

活リズムの影響を大きく受けやすく（岡

島，2012），ストレスと同時に「睡眠改
善の介入」を実施することによって，さ

らにストレス低減効果が促進されること

が示唆されている（Vargas et al., 2014）。
これらのことから，セルフマネジメント

介入の効果を高めるためには，個人の睡

眠の問題をアセスメントし，睡眠リズム

を整えることを基盤として，コーピング

の拡充をねらいとした介入が有用である

と考えられる。  
以上のことから，個別化の精緻化を意

図した，睡眠介入を取り入れた CBSM ア
プリケーションを開発した(Figure １，
２)。  
そこで本研究ではその CBSM アプリケ

ーションの効果を検証する。 
 

 

Figure １	 睡眠記録入力画面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure ２	 ストレッサー入力画面	
	

Ｂ．研究方法	

	 対象者	 首都圏の企業に勤務し，研究

の参加同意が得られた 20 歳以上の労働
者 71 名（男性 51 名，女性 20 名，平均
年齢 38.72±8.98 歳）を対象とした。 
	 調査項目	  
(a) デモグラフィック項目：性別，年齢，
職 種 ， (b) ス ト レ ス 反 応 ： Stress 
Response Scale-18（SRS-18：鈴木他，
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1997）， (c) コーピングレパートリー：
Tri-axial Coping Scale 24 (TAC-24；神
村 他 ， 1995) ， (d) 不 眠 の 重 症 度 ：
Pittsburgh Scale Quality Index 
(PSQI；土井他，1998)の回答を求めた。 
	 手続き	 従来の CBSM と睡眠の心理

教育用冊子，ストレスモニタリング表，

睡眠日誌を配布しワークシートを２週間

実施するワークシート群（以下，WS 群），
WS 群の手続きに加え１回 40 分の実験
者による CBSM および睡眠の面接を実

施する面接群，本研究で開発した CBSM
アプリケーションを２週間実施するアプ

リ群の３群に振り分けた。 
	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対

象とする研究に関する倫理審査委員会」

の承認を得て実施された（承認番号：

2016-134）。	
	

Ｃ．研究結果	

	 介入の効果を検討するために，介入方

法（ワークシート群，個別面接群，アプ

リ群）を独立変数，ストレス，睡眠，コ

ーピングレパートリーを従属変数とした

２要因分散分析を行なった。その結果， 
ストレスにおいてはいずれの主効果およ

び交互作用は有意ではなかった。また，

pre 期と比べて post 期の，コーピングレ
パートリーの下位尺度の「責任転嫁」得

点（F (2.44)=2.33, p <.10），「睡眠重症
度」（F (2,44) =2.65, p <.10）において時
期の主効果および交互作用が示され，単

純主効果の検定の結果，「責任転嫁」にお

いてはアプリ群（d = .39）（Figure 3），
「睡眠重症度」においては面接群（d = 
-.48）の有意な変化が認められた。 
	

 

 
 
 
 
 
 
 
 
Figure ３ . 介入による「責任転嫁得点」
の比較。  
 
Ｄ．考察	

	 本研究は，個別化の精緻化を意図した

睡眠介入を取り入れた CBSM アプリケ
ーションの効果を検証すること目的に，

介入を行なった。その結果，ストレス反

応に変化は見られなかったものの，コー

ピングレパートリーの拡充においてはア

プリケーションによる介入の効果が最も

高く，不眠重症度においては面接による

介入の効果が最も高いことが示された。

これらのことから，コーピングの拡充に

おいては，個別化の有無にかかわらず一

定の効果が示されたものの，個別化に加

えて「即時的な」フィードバック受ける

ことでさらなる効果を高めることができ

ると考えられる。また，睡眠改善におい

ては，面接においては，日々の習慣化さ

れた行動を把握して，それらの情報を整

理した上で，対象者自身に実行可能性が

高いと判断した行動を選択させていた。

この手続きによって対面による介入の方

がアプリ群と比較して精緻化された個別

化が達成されていたものと考えられる。

したがって，今後はアプリケーションに

この手続きを自動化させることによって

睡眠改善におけるアプリケーションの効

果性を高めることができるだろう。 
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Ｅ．結論	

	 本研究は，個別化を目的とした，睡眠

改善およびストレスマネジメントプログ

ラムを搭載したアプリケーションを開発

し，一部その効果が認められた。今後の

課題としては，さらにサンプル数を増や

し，引き続き CBSM の効果を検証する。 
 
Ｆ．健康危険情報  
該当せず。  
 
Ｇ．研究発表  
１．論文発表	

なし。	

２．学会発表	

田中  佑樹・石井  美穂・嶋田  洋徳・野村 
和孝（2017）．コーピングの柔軟性
の獲得を促進するアプリケーション

の開発：勤労者に対するストレスマ

ネジメントの個別化を目指した検討	

日本ストレスマネジメント学会第

16 回学術大会・研修会プログラム・
発表論文集，34． 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況	

（予定を含む）	

1. 特許取得	
なし	

2. 実用新案登録	

なし	

3. その他	

なし	

 
I．引用文献  
土井  由利子・箕輪  眞澄・大川  匡子・内
山  真（1998）．ピッツバーグ睡眠質
問票日本語版の作成．精神科治療学	

13，755-769. 

神村  栄一・海老原  由香・佐藤  健二
（1995）．対処方略の三次元モデル
の検討と新しい尺度（TAC-24）の作
成	 教育相談研究，33 ,41-47. 

河田  真理・嶋田  洋徳（2011）．アクセ
プタンスおよび価値の明確化を取り

入れたストレスマネジメント心理教

育が労働者のストレス反応に及ぼす

影響	 日本行動療法学会第 37 回大
会発表論文集，206-207. 

岡島  義（2012）．睡眠障害におけるスト
レスマネジメント介入	 臨床心理学，

12，817-820． 
鈴木  伸一・嶋田  洋徳・三浦  正江・片柳 
弘司・右馬埜  力也・坂野  雄二
（1997）．新しい心理的ストレス反
応尺度（SRS-18）の開発と信頼性・
妥当性の検討	 行動医学研究，４，

22-29. 
Vargas, S., Antoni, M., Carver, C., 

Lechner, S., Wohlgemuth, W., 
Llabre, M., Blomberg, B., Glück, S., 
& DerHagopian, R.（2014）．Sleep 
quality and fatigue after a stress 
management intervention for 
women with early-stage breast 
cancer in Southern Florida. 
International Journal of 
Behavioral Medicine, 21, 971-981. 
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児童集団を対象としたストレスマネジメ

ントのアセスメントと実践 

Ａ．研究目的	

児童集団に対してストレスマネジメン

トや社会的スキル訓練（Social Skills 
Training: SST）などの心理的介入を実施
する際に，「集団のアセスメント」が重要

であることが，さまざまな領域で指摘さ

れ続けている（大谷・粕谷，2014；田代
ら，2016 など）。しかしながら，集団の
アセスメントの指す具体的な手続きにつ

いては，十分に共有されていないのが現

状である。特に学校や学級における「集

団」は，たとえばうつ病など同様の疾患

をもつ集団に対する認知行動療法（伊藤

ら，2012）や，子育てという共通の悩み
や課題を抱える保護者集団に対するペア

レント・トレーニング（免田，2015）に
おける集団とは，位置づけが異なってい

る。すなわち学校や学級という，既存の，

生活を一にする集団の特徴や特性を把握

した上で，集団を対象として介入する利

点を活かす手続きが求められていること

になる。その枠組みの１つとして，「機能

的アセスメント」が重視されている一方

で，その手続きが広く浸透しているとは

言い難い。そこで本報告では，これまで

実践されてきた児童集団を対象としたス

トレスマネジメント介入について，「集団

のアセスメント」という観点で概観する。

この手続きを通して，質の高い，すなわ

ち期待した効果が得られ，再現性，実証

性を担保する介入の要件について検討す

ることを目的とする。	

	

Ｂ．研究方法	

本研究では，児童集団を対象としたス

トレスマネジメント介入を行った研究を

概観し，心理療法の効果研究の一資料と

するため， Google Scholar および CiNii
にて，「ストレスマネジメント」「介入」

「児童」「集団」「学級」をキーワードと

して，検索を行った。 
	 なお，本研究は，文献研究のため，デ

ータ取得に伴う研究倫理審査対象に該当

しない。	

	

Ｃ．研究結果	

ストレス理論に基づいた集団のアセスメ

ント	

	 ス ト レ ス に つ い て 理 解 す る 際 ，

Lazarus & Folkman（1984）のトランス
アクショナルモデルに理論的基盤を置く

場合が多い。ストレスマネジメントを実

施する際にも，このトランスアクショナ

ルモデルに基づいて，介入方略が選定さ

れている。  
たとえば，対人関係ストレッサーの減

弱をねらいとしては，社会的スキルに代

表される対処方略を習得する手続きが広

く実践されている（たとえば佐藤ら，

2009）。「友だちとケンカした」というス
トレッサーに直面した場合に，仲直りの

スキルを獲得することで，結果的にその

後のストレッサーに直面する機会が減少

し，将来のストレス反応の増加を予防で

きるという考え方ができる。 
また，ストレッサーに対する否定的な

認知的評価に起因すると想定される問題

や，認知の多様性に気づくことで，スト

レッサーに対して柔軟な反応を選択でき

ることをねらいとし，認知再構成法（認

知的再体制化）の手続きが選択される（小

関ら，2007）。「友だちとケンカした」と
いうストレッサーに直面した場合に，「も

うあの子とは一生遊べない」という認知
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が活性化すると，怒りや抑うつなどのス

トレス反応が増強することが予測される

「謝れば許してくれるかも」，「相手も気

にしているかも」という認知の存在に気

づくことができれば，仲直りのための行

動が生起しやすくなったり，相手からの

仲直りのための働きかけを受け入れやす

くなったりすることが期待できる。 
	 あるいは，ストレス反応自体に焦点を

あて，呼吸法や自律訓練法，漸近的筋弛

緩法などの手続きの習得に重きを置く手

続きも選択されうる。また，複数の手続

きを習得した後に，問題解決訓練を用い

て，自分に合ったストレス対処方略を案

出し，選択し，実行するという一連の手

続きを用いることも，有効性が実証され

ている（Spence et al., 2003）。 
	 このように，トランスアクショナルモ

デルのどのような要因に対してアプロー

チするのかによって，手続きが異なる可

能性があるものの，いずれも一定の有効

性が確認されていることを踏まえると，

対象となる集団の理解度や興味関心，す

でに獲得している能力などを考慮した上

で，具体的な手続きを選択することが求

められる。  
集団における機能的アセスメント 

	 集団の中で生じている問題行動に対し

てアプローチをする場合，当該の問題行

動がどのような機能を持っていて，代替

行動として，どの行動が機能的に等価で，

望ましい行動であるかを検討するために

は，機能的アセスメントの手続きが重要

である。機能的アセスメントとは，行動

の出現頻度に影響を及ぼす先行刺激や後

続刺激を同定することによって，標的行

動を制御している変数を明らかにする一

連の情報収集方法である（加藤・大石，

2004）。機能的アセスメントは大きく３
つのタイプに分類されており，１）行動

の主体（たとえば子ども）以外の立場の

者（たとえば保護者や教員など）を対象

として構造化面接や質問紙で行う間接的

アセスメント，２）生活場面（たとえば

家庭や学校）において，直接的に行動の

主体の行動観察を行う直接的アセスメン

ト，３）相談室などの観察場面で，標的

行動の生起や維持に影響を及ぼす要因を

系統的に操作し，標的行動の直接的観察

を行う機能分析がある（野口・加藤，

2004）。 
ここで機能的アセスメントを軸とした

集団のアセスメントについて整理すると，

集団において考慮すべきことは，ある児

童の行動が他の児童にとっての先行刺激

や後続刺激としての役割も持ちうるとい

う点である。Figure ４ .に示したとおり，
児童 Aにとっての強化子は児童 Bの反応
であり，児童 B にとっての先行刺激およ
び後続刺激は児童 Aの行動によって提示
されたものである。このような事象が学

級などの集団内において観察された場合，

一般に，教育上の指導の対象になるのは，

先に叩いた児童 A，もしくは児童 A と児
童 B の双方とされることが多い。それに
対して，機能的アセスメントの観点に基

づけば，新たに児童 A の先行刺激である
「退屈な状況」を作らないという環境へ

のアプローチも，選択肢の１つとして考

えられる。同様に，児童 A の退屈な時に
他者の注目を獲得できる，たとえば「質

問する」などの代替行動の獲得や遂行促

進のアプローチも選択肢となりうる。こ

のように，機能的アセスメントの手続き

に基づくことによって，複数の介入の選

択肢が提示できるという利点がある。 
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Figure ４ .学級内で観察されうる行動の
相互作用の例  
また，代替行動を設定する際には，集

団における共通性と個別性の理解が求め

られる。ここでいう共通性とは，集団の

成員，すなわち学級でいえば児童のすべ

て，あるいはほとんどに共通する要因を

指す。このような共通性が高いことが，

集団介入を行う際の条件の１つとなって

いる。たとえば，小学１年生のある学級

では，ほとんどの児童が「ごめんね」が

言えないこと，という共通性が確認され

た場合に，「ごめんね」をターゲットスキ

ルとした SST が有効であると予測でき
る。それに対して，「ごめんね」が言えな

い児童が１名しかいない場合には，「ごめ

んね」を言うことは個別性の高い課題で

あると位置づけられ，集団介入よりは個

別の SST などの実施が有効であると予
測される。このように，集団の共通性を

アセスメントすることが，課題設定の妥

当性の判断の１つとなる。 
 
集団のアセスメントに基づく介入手続き

の設定  
	 ストレスマネジメントを実施する際に，

どのような手続きを選択するか，すなわ

ち SST やリラクセーション，認知再構成
法などの，どの技法を用いるかに焦点が

当てられることが多い。しかしながら，

実際の実践場面において重要なことは，

介入によって獲得された新たな行動レパ

ートリーや，生起頻度が高められた対処

方略を遂行したことに随伴して，どのよ

うな結果が得られたのかという，行動の

機能に着目した上で，介入手続きを選択

することが重要である。ストレスマネジ

メントの目的がストレスの低減であると

した場合に，手続きとしてどのような変

数を操作することが，ストレスの低減と

いう結果に達する期待値が高いか，とい

うことを予測するために，アセスメント

を行う。したがって，アセスメントを経

ることなく，技法 A と技法 B のどちらが
優れているか，という議論や，技法 A と
技法 B の両方を実施する，という考え方
は，結果的にストレスの低減に至ったと

しても，再現性という点で欠けており，

実践としては不十分と言わざるを得ない。 
	 たとえば，他児集団が遊んでいる輪に

入ろうとする際に，他児の遊びの邪魔を

したり，わざとぶつかって行ったりする

ことで注意を引くことを試みようとする

様子が頻繁に認められる児童 Aがいたと
する。担任は，当該児童 A に対して，そ
の都度指導を行うものの，短期的には反

省するが，すぐに同様の行動が引き起こ

されるため，周囲の児童のストレスレベ

ルが非常に高くなってしまった，という

事態に対して，ストレスマネジメントを

試みることとする。その際，選択肢とし

ては，児童 A に対する直接的なアプロー
チと，周囲の児童に対する，すなわち A
にとっての環境へのアプローチの２つが

想定される。この２つの選択肢から，児

童 A の理解度や準備性，問題の緊急度や
重篤度，担任など指導者のエフィカシー

などを考慮して対応方針を決めていく。

当面は，環境へのアプローチを選択する

ことで一定の成果を挙げつつ，時間をか

授業中たいくつ
Ｂの背中を
叩く

たいくつ減少
Ｂからの反応あり

Ａに背中を
叩かれる

「やめろよ～」
と怒る

叩かれるのが
止む

児童Ａ

児童Ｂ

先行刺激 行動 後続刺激

Ｂの行動が
Ａを強化する

Ａの行動が
Ｂの先行刺激となる
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けて児童 Aの能力を高めていくなどとい
うように，短期目標や中期，長期目標を

連動させて設定させることも重要である。 
 
Ｄ．考察	

集団を対象としたストレスマネジメン

トは，多くの場合に，予防を目的として

実施されることが多い。しかしながら，

予防という視点で考えると，介入の有効

性の評価として，単にストレス反応の低

減のみを指標とすることは不十分である。

予防の対象となる集団の状態像を考えた

場合に，もともとストレス反応が低い集

団であれば，介入してもストレス反応は

低いままであり，結果からは変化が認め

られない。また。ストレス反応が有意に

低減したことを有効性として示すとする

と，そもそも予防の対象として適切であ

るのか，という疑問が生じる。このよう

な視点で考えれば，ストレスマネジメン

トの予防効果を，ストレス反応などの状

態を示す変数ではなく，特性を示す変数

の変化を押さえることが重要であると考

えられる。  
	 具体的には，心理的ストレス反応が増

加することの予防を目的として SST を
実施するとする。このような場合には，

SST の前後を比較して，心理的ストレス
反応が有意に低減した，という現象を確

認しても，そもそもの目的（社会的スキ

ルの獲得）を達成したかどうかの判断を

行うことができない。このような事態に

対して，SST が有効だったことを示すた
めには，たとえば社会的スキルのレパー

トリーが拡充したことや，社会的スキル

の遂行の生起頻度が高まっていることを

確認する手続きを踏まえることが重要で

ある。同様に，認知再構成法を用いる場

合には，機能的自動思考が増加したこと

や，非機能的自動思考が減少したことを

確認しなければならない。あるいは，認

知特性の１つである行動抑制，行動活性

傾向を測定する指標として，行動抑制シ

ステム（Behavioral Inhibition System： 
BIS）と行動賦活システム（Behavioral 
Activation System：  BAS）を測定する
（Gray, 1970）ことによって，強化刺激
の随伴性認知が向上したことが確認する

ことができれば，抑うつなどの指標に有

意な変化が認められなくても，介入の効

果があったと理解することが可能になる。

このような視点から，特に予防を目的と

した場合のストレスマネジメントの有効

性について，評価を行うことが重要であ

る。  
	 予防的なストレスマネジメントの対象

となる条件としては，現時点でなんらか

の問題が発現してないことが挙げられる。

集団のストレスの水準が高い場合には，

ストレス低減を目的としたストレスマネ

ジメントが選択され，特定の個人のスト

レスの水準が高いことが示された際には，

個別の支援が適切であることが多い。こ

のような，集団におけるストレスの水準

を適切に把握することも，アセスメント

の観点として重要である。 
 
Ｅ．結論	

本論文では，児童集団を対象としたス

トレスマネジメント介入について概観し，

質の高い，すなわち期待した効果が得ら

れ，再現性，実証性を担保する介入の要

件について検討することが目的であった。

本論文で提起した要件として，１）スト

レス理論に基づくアセスメントの実施，

２）機能的アセスメントの実施，３）ア
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セスメントに基づく手続きの設定，４）

予防を目的としたストレスマネジメント

の有効性の評価，の４つを挙げた。 
	 主に学校をフィールドとして介入が実

施されることを考えると，実際にすべて

の要件を満たすことは困難であることが

少なくない。また，たとえば質問紙によ

る評価などは，実践上は，優先順位を劣

位にせざるを得ないことも生じうると考

えられる。  
	 そのような制約はありつつも，これら

の要件を考慮して介入を実施することは，

効果が得られた手続きの再現性の確認や，

効果が得られなかった場合の手続きの修

正および再検討の指針となりうる。この

ような視点に基づいた介入研究の蓄積が，

質の高い介入手続きの構築に寄与するこ

とを期待している。 
 
Ｆ．健康危険情報  
該当せず。  
 
Ｇ．研究発表  
１．論文発表	

なし。	
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研究要旨：本研究の目的は，ストレスマネジメント研修会にポジティブ・ストレスマネジメントの

要素を取り入れ，その実施継続が従業員のストレス状況に有効であるかを実証的に検討すること

であった。ストレスチェックを実施する対象事業所の職員を対象として，ストレスチェック結果の返

却の後に研修を実施し，研修プログラム実施の有無，および継続がワークエンゲィジメントおよび

ストレス状況及ぼす影響を実施群と非実施群で比較検討した。その結果，実施群は非実施群と

比べて，仕事の心理的な負担感が軽減し，仕事がコントロールできる感じが増加した。

また，家族や友人からのサポートが増えた。仕事ストレスに焦点を当てたポジティ

ブ・ストレスマネジメント研修では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕事への熱中

度を高めるための指導を行い，それを継続させることを主眼としたストレスマネジ

メントプログラムが効果的である。	

	

Ａ．研究目的	

 職場のストレス軽減のために，ストレスチェッ

ク後の職場における対応に関心が集まってい

る。本研究は，ストレスマネジメント研修会にポ

ジティブストレスマネジメントの要素を入れ，そ

の実施継続が従業員のストレス状況に有効で

あるかを実証的に検討することを目的とした。	

	

Ｂ．研究方法	

手続き 

ストレスチェックを実施する対象事業所の職

員を対象として，ストレスチェック結果の返却の

後に研修を実施し，研修プログラム実施の有無，

および継続がワークエンゲィジメントおよびスト

レス状況及ぼす影響を検討するものである。 

 マインドフルネス瞑想法を含むポジティブ・ス

トレスマネジメントプログラムを用いた研修を実

施する実験群と実施しない統制群を設け，2 ヶ

月後に 2 度目のストレスチェックを実施し，スト

レス緩和効果を評価した。 

 更に２ヶ月後に統制群のみに同プログラム実

施した。 

 

仮説 

  実験群では，ストレスチェック 1 度目から 2

度目にかけてストレス状況を表す各種指標が

低下するか，統制群に比べて低くなることが予

測され，２度目で両群の差は消失すると期待さ
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れた。また，ワーク・エンゲイジメントや職場の

人間関係などのストレス仲介変数の動態との関

係も検討された。 

	

１．対象者及び人数	

	 対象者は，大阪府枚方市内私立病院勤務

者 364 名で，実験群 169 名（男 33，女 136）

と対照群 195 名（男 48，女 147）に分割さ

れた。グループ間で職種による片よりが出

ないよう，対象者を割り当てた。	

	 対象病院の管理部は，研究グループを補

佐役としてストレスチェックを実施し，研

究分担者がその学術的，医学的サポートを

行うことを期待しており，調査全般にわた

って協力的であった。	

	

２	 調査項目	

	 ストレスチェックは，8 月と 11 月の 2 度

実施された。ストレスチェックに用いられ

た調査は，ストレスチェックシート（マー

クシート形式）および追加調査シートから

構成された。	

	

(1) 厚労省「ストレスチェック」（附録１）	

	 57問からなるストレスチェック項目は，

表１のように，A ストレスの原因 9 指標，

B ストレス反応 6 指標，および C ストレス

反応に関係する他の因子 4 指標の合計 19

指標の算出に用いられる。	

	 本研究では，厚労省のマニュアルに従っ

て，対象者ごとにこれら 19 の指標を算出

した。	

(2) 追加調査シート（附録２）	

	 ワークエンゲイジメント尺度 9 項目（島

津,2010），幸福感尺度 4 項目(島井・大竹・

宇津木・池見・Sonja	Lyubomirsky,	2004)，

朝 型 - 夜 型 質 問 5 項 目 (Adan & 

Almirall,1991)，および生活習慣 7 項目か	

表１	 ストレスチェックの構造	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

ら構成され，A4用紙１枚表裏に印刷した。	

	(1)および(2)を専用封筒に入れて対象者

に配付し，記入後郵送により回収した。な

お調査協力に対する謝礼等の供与はしな

かった。	

3	 研修	

	 保健師による研修は	 (1)ワークエンゲ

ィジメントを高める，(2)強みのワーク，

強みを生かす，(3)マインドフルネス呼吸

法でリラックス，及び(4)生活習慣の大切

さの４項目から構成された。研修は，附録

に示す配布冊子（附録３）を用いて，講義

と実習形式で行われ，開始から終了まで 1

時間を要した。事後学習も可能な形式とな

っていた。	

	

	

グループ	 	

実験群	 	 	 SC１	 研修	 SC２	 –--	

169(m33,f136)	

統制群	 	 	 SC１	 —-—-	 SC２	 研修	

195(ｍ48,f147)	

SC：ストレスチェック	

図１	 研究デザイン	
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	 実験群においては 2017 年 9 月 1 日，15

日の 2 回に分けて研修は実施された。統制

群への研修は，2018 年 2 月 1 日と 15 日の

2 回に分けて実施された。	

	

４.倫理面への配慮）	

	 調査に際して，以下の説明を行った。	

	 職業性ストレス簡易調査表「ストレスチ

ェック回答シート」に，以下の項目を記載

している。	

「但し個人が特定できない集約データと

して，公衆衛生向上の研究などに利用する

ことがあります。これにご了解ご同意し参

加いただけるなら，裏面の「個人情報の取

り扱いについて同意し，ストレスチェック

をうけられますか？」の「はい」にチェッ

クをつけてください。同意いただけない場

合，又は，ご参加されない場合は「いいえ」

にチェックをつけてください。」 

	 また，ストレスチェック配付時に，実施

担当者から，ストレスチェックに加えて，

付加的な質問用紙が 1 枚追加されている

ことを説明した。	

	 説明者は，副院長（看護師長）が，職員

全員を対象に，全体説明を行った上で概要

解説を行った。	

	 被験者のプライバシー確保に関する対

策として，データから個人名を消去し，統

括用番号で管理した。	

	 研究結果の被験者への報告については，

2018 年度研修会時においておこなった。	

	 ストレスチェックは職員全員が実施す

るものであり，被験者に不利益が生じない

よう従前の配慮がなされている。また同チ

ェックリストはそれ自体侵襲性はない。付

加的調査用紙について，記入協力は被験者

の意志により拒否も可能であることを事

前に説明しているので，検査実施について

の不利益はない。	

	 研修プログラムは実験群のみが受講し，

対照群には研修は実施されないので，対照

群の被験者にとって不利益であるとみな

し，二回目のストレスチェックの 2 ヶ月後

に，対照群の被験者に対して研修を実施し

た。	 	

	 なお，研究代表者の山田冨美雄，および研

究分担者の森下亮佑は，本学主催の研究倫理

指針に関する講習会（2017 年 6 月 30 日）を

聴講し，受講証を取得している。 

	 研究分担者で医師の野田哲朗は，兵庫教育

大学の同種の講習会に参加している。	

	

Ｃ．研究結果	

	研修を実施した実験群と，同期間研修を

実施しない統制群について，ストレスチェ

ックで求められるすべての指標について，

群（研修有無）×期間（8 月，11 月）の繰

り返しのある分散分析を行った。	

	 その結果，なんらかの有意な傾向が認め

られたものは次の 3 指標であった。	

	

	

図２	 心理的な仕事の負担（量）の８月〜11 月

への変化に及ぼす研修の効果	

	

１）心理的な仕事の負担（量）	

	 図２に，心理的な仕事の負担（量）得
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点の，8 月および 11 月の平均の平均値

（±1SD）を，その間に研修を受講した実

験群と研修を受講しなかった統制群の結

果を図示する。群×期間の分散分析の結

果，心理的な仕事の負担（量）におい

て，期間×群の交互作用に有意な傾向が

認められた（F(1,275)	=	3.405,	

p<.10）.主効果は有意ではなかった。	

	 心理的な仕事の負担度（量）は，8 月

から 11 月の間に，研修を受けなかった

グループでは増加したが，研修を受け

たグループでは逆に減少したことがわ

かった。	

	 	

２）仕事のコントロール感	

	

	

図３	 仕事のコントロール感の 2 月〜8 月への

変化に及ぼす研修の効果	

	

	 図３に，仕事のコントロール感得点の，

8 月および 11 月の平均値（±1SD）を，実

験群と統制群ごとに図示する。群×期間の

分散分析の結果，仕事のコントロール感に

おいて，期間×群の交互作用が有意であっ

た	F(1,275) = 4.505,  p<05。主効果は

有意ではなかった。	

	 研修を受けないグループの仕事コント

ロール感のなさ，8 月から 11 月までの間

で増加する一方，研修受講グループでは逆

に減少し，仕事のコントロール感は増した

ことがわかる。	

	

３）家族友人からのサポート	

	 図４に，家族・友人からのサポート得点

の，8 月および 11 月の平均値（±1SD）を，

実験群と統制群ごとに図示する。群×期間

の分散分析の結果，期間の主効果に有意な

傾 向 が 示 さ れ た (F (1,275) =2.796, 
p<.10)。交互作用は認められ	

	

図４「家族友人からのサポート」の 2 月〜8 月

への変化に及ぼす研修の効果	

	

なかった。	

	 家族や友人から受けるサポートは，研修

を受けたグループでは 8 月から 11 月まで

の間に増加したが，研修のないグループで

は変化はなかったことがわかる。	

	 なお，上記３つの指標の他は，期間や研

修の主効果も交互作用も有意ではなかっ

た。	

	 以上から，本研究における研修によって，

仕事の心理的な負担感は軽減したこと，仕

事がコントロールできる感じが増加した

こと，および家族や友人からのサポートが

増えたことの 3 点が明らかとなった。	

	

Ｄ．考察	

	 仕事への裁量権が増し，他者からのサポ

ートが増すことは，仕事による要請（task	
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demand）感を軽減させることは，仕事スト

レスのモデルに合致する。	

	 本研究でもちいたポジティブメンタル

ヘルス研修が，どのような経緯を経てこの

ような仕事ストレス軽減効果をもたらし

たかについて，11 月のストレスチェック

実施時に追加した質問項目の分析から考

察を加えたい。	

	 11 月の調査では，8 月の調査項目に加

えて以下の質問を追加した。	

 

表２ 追加した質問項目 

 

 研修の中にあったストレス低減のヒントであなた

が取り組んだことについておたずねします。以下の

質問にお答えください。 

 

14 あなたのワークエンゲイジメント(仕事へ

の意欲や情熱)をあげるために，何か取り組み

ましたか？ 

１ 全く取り組んでいない ２ あまり意識していない ３ 少しは意

識するようになった ４ かなり意識して取り組んでいる 

 

15 強み発見のワークでみつけた自分の強みを

職場で生かせていますか？ 

 １ 全く活かせていない ２ どちらかと言うと活かせていない 

３ どちらかと言うと活かせている ４ 十分活かせている 

 

16 マインドフルネス呼吸法をどの程度実行し

ましたか？ 

 １ 全然やらない  ２ 週に 1～2 日はする  ３ 週 3～4 日はする  

４ ほぼ毎日する 

	

研修を受けたグループのみが回答した。	

研修内容について（１）ワークエンゲィジ

メントを上げる取り組み，（２）強み発見

のワークを職場で活かしているか，（３）

マインドフルネスを継続しているかの 3

点であった。	

	 以上の質問項目に対する回答カテゴリ

ーごとに，時間経過によるワークエンゲィ

ジメント得点への影響を分析した。	

	 その結果，図 5 に示すように，ワークエ

ンゲイジメントを上げようと，意識して取

り組むほどにワークエンゲイジメント得

点が増加した。分散分析の結果，ワークエ

ンゲイジメントを上げる意識的取り組み

×時間経過の交互作用が有意出会った

(F(2,154)=6.709,	p<.005)。	

	

	

図５	 ワークエンゲイジメントを上げる取

り組みが，ワークエンゲイジメント得点に及

ぼす効果。	

	

	 また図６に示すように，強みを職場で生

かせていると回答したグループでは，ワー

クエンゲイジメント得点は増加した。	

分散分析の結果，強みを上げる努力×時間

経 過 の 交 互 作 用 が 有 意 で あ っ た

(F(2,154)=7.13,	p<.001)。	

	 さらに，図７に示すように，マインドフ

ルネス呼吸法を継続して実施していると

回答したグループでは，ワークエンゲイジ

メント得点が増加しているようにみえる

が，統計的には有意ではなかった。	
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図６	 強みを職場で生かす努力が，ワーク

エンゲイジメント得点に及ぼす効果。	

	

	

図７	 マインドフルネス呼吸法の実行が，

ワークエンゲイジメント得点に及ぼす効

果。	

	

	 同種の分析を，幸福感についても行った

が，ワークエンゲイジメント尺度とほぼ同

様の結果が得られた。すなわち，	

（１）ワークエンゲイジメントを上げよう

と，意識して取り組んだグループの幸福度

得点は，まったくあるいはあまり意識して

いないと回答したグループより一貫して

高 く ， 交 互 作 用 が 有 意 で あ っ た

（F(2,159)=2.448,	p<.10）。	

（２）強みを職場で生かせていると回答し

たグループでは，幸福感得点は増加したが

強みを生かせていないと回答したグルー

プでは逆に低下し，交互作用が有意であっ

た(F(2,157)=4.878,	p<.01)。	

（３）マインドフルネス呼吸法については，

幸福感得点に及ぼす有意な効果は認めら

れなかった。	

	

Ｅ．結論	

	 以上の結果をまとめると，以下の様にな

る。	

１	 強み，ワークエンゲイジメント，マイ

ンドフルネス呼吸法の指導からなる本研

修によって，仕事の心理的な負担感は軽減

したこと，仕事がコントロールできる感じ

が増加したこと，および家族や友人からの

サポートが増えた。	

２	 研修のワークエンゲィジメント増加

および幸福感増強効果は，ワークエンゲイ

ジメントを意識して高める工夫をもち，仕

事に強みを生かそうと努力することによ

ってもたらされる。	

３	 以上から，仕事ストレスに焦点を当て

たポジティブストレスマネジメント研修

では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕

事への熱中度を高めるための指導を行い，

それを継続させることを主眼としたスト

レスマネジメントプログラムの開発が求

められると結論づけたい。	
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中晃二（編）シリーズ心理学と仕事 12 健

康心理学,	北大路書房	2017,	pp20-25.	

	 山田冨美雄	ポジティブヘルス――ポジ

ティブ心理学活動による心拍変化ー.	Ｊ．

Ｊ．フロウ，Ａ．Ｃ．パークス	 編，島井

哲志，福田早苗，亀島信也(監訳)，	ポジテ

ィブ心理学を味わう：エンゲイジメントを

高める 25のアクティビティ 10章.	 2017,	

pp	89-96.	

	 堀	 忠雄・尾崎久記（監修）	 坂田省吾，

山田冨美雄（編集）	 生理心理学と精神生

理学	 第Ⅰ巻	 基礎.	 2017.	

	

2.		学会発表	

	 森下	亮佑	 ストレスチェックの結果を活

用した事後対策への調査。第33回日本スト

レス学会学術総会，2017年10月22日，大阪

（関西福祉科学大学）	

	 野田哲朗	 コンバット・ストレス研究が

必要とされる時代。第33回日本ストレス学

会学術総会シンポジウム６：トラウマティ

ックストレス研究の最新の動向，2017年10

月22日，大阪（関西福祉科学大学）	

	 野々口陽子・	山田冨美雄・広重佳治	 夜

勤に従事する看護師の睡眠・覚醒リズムと

体温に関する症例研究。	 第35回日本生理

心理学会大会，2017年5月28，流山（江戸川

大学）	

	 野々口陽子・山田冨美雄・島井哲志	 短

縮版朝型-夜型質問紙:日本語版の信頼性と

妥当性の検証	第30回日本健康心理学会学術

総会，2017年9月2日，東京（明治大学）	

	 徳永京子	 ストレスチェックの結果を活

用した事後対策の実際.	第33回日本ストレ

ス学会学術総会シンポジウム５：ストレス

チェック制度の運用と課題〜ストレスチェ

ック結果の活用による働きやすい職場づく

り〜，2017年10月22日，大阪（関西福祉科

学大学）	

	 山田冨美雄	 PTG形成におけるPTSD症状の

影響—阪神淡路，東日本，熊本地震の被災者

へのWeb調査から—	 日本ストレスマネジメ

ント学会第16回学術大会,2017年7月29日，

札幌（北海道大学）	

	 山田冨美雄	 外傷後成長の成立に関わる

要因の検討～児童期の震災体験～	第30回日

本健康心理学会学術総会，2017年9月2日，

東京（明治大学）	



[ここに入力] 
	

 8 

	山田冨美雄	シンポジウム	 高齢化社会に

おける役割観と健康.	第30回日本健康心理

学会学術総会，2017年9月2日，東京（明治

大学）	

	 山田冨美雄	ストレスマネジメントの基礎

と臨床	 （会長講演）	第33回日本ストレス

学会第33回学術総会,	2017年10月24-25日，

柏原（関西福祉科学大学）	

	 山田冨美雄	 外国人看護師・介護福祉士

候補導入から	10	年～メンタルヘルス研修

導入の経緯	 第33回日本ストレス学会第33

回学術総会シンポジウム４「外国人看護

師・介護福祉士のストレス」,	2017年10月

24-25日，柏原（関西福祉科学大学）	

	 山野洋一・濵田咲子・山田冨美雄・島井

哲志	 日本語版禁煙自己効力感尺度の開発.	

第30回日本健康心理学会学術総会，2017年9

月2日，東京（明治大学）	

	

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況	

（予定を含む）	

1.	 特許取得	 なし	

2.	 実用新案登録	 なし	

3.	 その他	 なし	
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附録１：ストレスチェック調査用紙	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

附録２：使用された追加調査用紙	
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附録３：研修に使用した配付冊子	
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平成29年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）	

	分担研究報告書	

	

強みに基づくポジティブ心理学的介入アプリケーションの開発	

	

研究分担者	

上地広昭（山口大学）	

研究協力者	

島崎	 崇史（上智大学文学部・講師）  

竹中	 晃二（早稲田大学人間科学部人間科学部学術院・教授）  

	

	

研究要旨	

	 本分担研究では，個人が持つ代表的な 5 つの強みの活用状況と主観的な日常満足
感について，毎日セルフモニタリングを行うことができるスマートフォン用アプリ

ケーション「ポジティブライフ」の開発を行った．本アプリケーションには継続的

な利用を促すために，ゲーミフィケーションの要素（ポイントおよびバッジ）を取

り入れている．今後，無作為化統制試験による本アプリケーションの有効性を検証

することが望まれる．	

	

	

Ａ．研究目的	

ポジティブ心理学の研究成果に基づく

介入をポジティブ心理学的介入と呼ぶ。そ

の中でも最も代表的なものが「強み」に基

づく介入である。強みは，多く持つことで

も well-being と関連するが，保有するだ
けではなく，より積極的に活用する（発揮

すること）ことで様々な効果があると期待

できる。  Seligman によれば，強みには，

時代，民族，宗教などを超えて 24 種類（好
奇心と関心，学習意欲，判断力など）ある

とされている。さらに，人には 3 つから 7
つ の 「 特 徴 的 な 強 み  (Signature 
Strengths)」があり，この特徴的な強みを
様々な方法で活用させる介入が一般的で

ある。  
本研究では，個人が持つ代表的な 5 つの

強みの活用状況と主観的な日常満足感に

ついて，毎日，セルフモニタリングを行わ

せるスマートフォン用アプリケーション

の開発を行った。  
	

Ｂ．研究方法	

平成 28 年度 9 月に，ポジティブ心理学

的介入の具体的内容を決定し，平成 28 年

10 月にスマートフォン用アプリケーショ

ンの開発をエコマス株式会社（宇部市）に

委託した。本アプリケーションは，強みの

活用状況および日常満足度の入力を毎日

行い，その結果がグラフで可視化できるよ

うにしている。	

（倫理面への配慮）	

本アプリケーションでは，個人情報の漏

えい防止のため，ログインの際に，ID とパ	
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スワードが必要になっている。	

	

Ｃ．研究結果	

平成 29 年 2 月に，スマートフォン用の

ポジティブ心理学的介入アプリケーショ

ン「ポジティブライフ」が完成した。本ア

プリケーションでは，セルフモニタリング

を継続的に行ってもらうために，ゲーミフ

ィケーションの中のポイントとバッジの

要素を盛り込んだ（図 1 参照）。ポイント
とは，進行を数量的ユニットで表示するこ

とであり，ここでは自分の強みを活用する

毎にポイントを付与するように設定した。

また，バッジは，達成状況をアイコンで可

視化することであり，ここではポイントが

規定量（たとえば 20 ポイント）に達した
場合，スマートフォンの画面の色が変化す

るになっている。  

これにより，利用者を視覚的に楽しませ

つつ，アプリケーション利用の動機づけを

高めることが期待できる。	

	

Ｄ．考察	

	 本アプリケーションでは，単に強みの活

用を促すだけではなく，行動変容技法（セ

ルフモニタリングの原理を応用すること	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

で継続的な行動変容（強みの活用を長期的

に継続すること）を目指している。今後，

実際に無作為化統制試験を行い，本アプリ

ケーションの有効性に関して検証を行う

必要がある。	

	

Ｅ．結論	

	 本アプリケーションを用いて個人の持

つポジティブな性格特性（強み）を存分に

発揮することができれば，ポジティブ心理

学の究極的な目標である持続的な幸福の

実現に寄与できるものと思われる。	

	

Ｇ．研究発表	

1.	 論文発表	

	 Shimazakia, T., Hugejiletu, B., Geer, D., 

Uechi, H., Ying-Hua, L., Miurae, K., & 

Takenaka, K.(2017). Cross-cultural validity of 

the theory of planned behavior for predicting 

healthy food choice in secondary school 

students of Inner Mongolia. Diabetes & 

Metabolic Syndrome: Clinical Research & 

Reviews, 35, S497-S501. 

Uechi, H., Tan N., & Honda, Y. Effects of a 

Gamification-Based Intervention for	

Promoting Health Behaviors. The Journal of 
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Physical Fitness and Sports Medicine (in press)． 

	

2.		学会発表	

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）	

	 竹中晃二・上地広昭・島崎崇史・梶原彩

香  (2017).学校ポジティブ教育のための

「強み」評価票の開発—予備的研究—.第

16 回日本ストレスマネジメント学会大会 . 

	 竹中晃二・上地広昭・島崎崇史・三浦佳

代・小松沢早桐・梶原彩香  (2017). メンタ

ルヘルス・プロモーションを目的とした e

ラーニング・プログラムの開発および評

価：予備的研究 . 日本健康心理学会第 30回

大会 . 

	 上地広昭・島崎崇史・竹中晃二  (2017).幼

少期における運動・スポーツの継続が

GRIT に及ぼす影響 . 日本健康心理学会第

30 回大会 . 

	 島崎崇史・上地広昭・竹中晃二  (2017). 

メンタルヘルスプロモーション行動実施

による予防効果の検討 . 日本健康心理学

会第 30 回大会 . 

	

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況	

（予定を含む）	

なし	
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平成29年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）  
 分担研究報告書  

 

メンタルヘルス・プロモーション行動パターンとストレス状況との関連  

 

研究分担者  

島崎	 崇史（上智大学文学部・講師）  

上地	 広昭（山口大学教育学部・准教授）  

竹中	 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授）  

 

研究要旨：本研究の目的は，就業者を対象としてメンタルヘルス・プロモーション

行動の実施パターンを類型化し，活動型による職業性ストレスの状況について比較

をおこなうことであった。調査に対しては， 6 企業で就労する 762 名から回答が得

られた。調査内容は，メンタルヘルス・プロモーション行動評価尺度，および職業

性ストレス簡易調査票であった。クラスター分析の結果，個人活動型（n = 95），非

活動型（n = 283）  ，身体活動型（n = 164）  ，多活動型（n = 64）  ，および文化活

動型（n = 156）の 5 つの活動型が抽出された。職業性ストレスとの関連性について

は，活力において活動型による差異が認められ，多活動型が最も高く，個人活動型，

身体活動型，文化的活動型の間には差異が認められなかった。一方，非活動型は，

活気が低く，イライラ感，疲労感，抑うつ感が高かった。本研究の結果から，メン

タルヘルス・プロモーション行動は，個人の趣向性に併せて実施することで，職業

性ストレスの改善に貢献する可能性が示唆された。  

 

Ａ．研究目的  

	 本研究班では， 「日常生活の中で実践

可能なこころの健康を促進する行動」で

あるメンタルヘルス・プロモーション行

動と職業性ストレスとの関連性について

検討を進めてきた。昨年度までの研究成

果として，メンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動の実施状況を評価する尺度の構

成，および横断研究により職業性ストレ

スにおける活力との正の相関，抑うつ感

との負の相関を確認している。一方で，

メンタルヘルス・プロモーション行動は，

就労者の趣向性により，複数の行動が組

み合わせて実施されている可能性がある。

たとえば，運動やスポーツを好む者は，

気晴らしとして身体活動を実施すること

によりこころの健康を保持・増進してい

ると考えられる。一方でこのような者は，

博物館や美術館に行くといった行動によ

りこころの健康増進を図っているとは考

え難い。逆の行動パターンを有する者も

当然存在すると考えられる。 

	 本研究の目的は，中小企業の就業者を

対象としてメンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動の実施パターンを明らかにし，

職業性ストレスとの関連性を明らかにす

ることであった。  

Ｂ．研究方法  

1）対象者  

	 対象は，東北地方の中小企業 6 事業所
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に就労する 942 名であった。対象者は，

全国健康保険協会岩手支部の協力により

募集された。  

2）調査内容  

（1）回答者の属性  

	 性別，年齢，および業態について回答

を得た。  

（2）職業性ストレス状況 

	 下光（2005）の職業性ストレス簡易調

査票における，活気，イライラ感，疲労

感，不安感，および抑うつ感を測定する

18 項目について回答を得た。 

（3）メンタルヘルス・プロモーション行

動実施状況  

	 島崎他（2015）の構成した，メンタル

ヘルス・プロモーション行動評価尺度

（Table 1）をもちい，メンタルヘルス・

プロモーション行動の実施状況について

5 件法（全くおこなっていないーよくお

こなっている）により回答を得た。 

3）分析  

	 分析においては，メンタルヘルス・プ

ロモーション行動尺度の 8 項目全てに対

して回答が得られた 762 名を対象とした。 

	 就業者のメンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動実施パターンについては，Ward

法によるクラスター分析をおこなった。 

	 行動パターンと就業ストレスとの関連

性の検討については，抽出された行動パ

ターンを独立変数，職業性ストレスを従

属変数とする一元配置の分散分析をおこ

なった。多重比較検定については，

Scheffe の方法をもちいた。分析には，

IBM SPSS 17.0 をもちいた。 

4）倫理的配慮  

	 本研究におけるデータの収集について

は，全国健康保険協会の個人情報保護規

定に則りおこなわれた。対象者には，調

査票の冒頭に本研究の目的，および収集

されたデータは匿名化した上で研究に用

いられ，成果の公表をおこなうこと，自

由意志により研究への不参加・中止を選

択できることを説明し，質問紙への回答

をもって同意が得られたと判断した。 

Ｃ．研究結果  

1）クラスター分析による行動実施パター

ンの抽出  

	 分析の結果，5 つの行動パターンが抽

出された（Figure 1）。本研究における各

クラスターの人数は，個人活動型（n = 

95），非活動型（n = 283） ，身体活動型

（n = 164）  ，多活動型（n = 64）  ，お

よび文化活動型（n = 156）  であった。

 
  

2）行動実施パターンによる職業性ストレ

スの差異  

	 一元配置分散分析の結果を Figure 2 に

示す。分析の結果，活気，イライラ感，

疲労感，抑うつ感において有意な主効果

が確認された。多重比較検定の結果，非

活動型は，他のクラスターと比較して活

p`o_ �S�t

�GqM %&@'?)�Gf�����G"M�
qM"{��� �

\jgNsqM j����l��n����"{��� �
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気が有意に低かった。加えて，他のクラ

スターと比較して，イライラ感，疲労感，

および抑うつ感が有意に高かった。 

Ｄ．考察  

	 本研究では，メンタルヘルス・プロモ

ーション行動の実施パターンについて検

討し，職業性ストレスとの関連性につい

て検討をおこなった。 

	 その結果，活力においては，非活動型

が他の活動型と比較して有意に低いこと

が明らかになった。同様に，非活動型は，

イライラ感，疲労感，および抑うつ感が

他の活動型よりも高かった。 

	 すべての活動を積極的におこなってい

る多活動型，集団ではなく個人での活動

を好む個人活動型，身体を動かす活動を

好む身体活動型，読書や音楽鑑賞といっ

た活動を好む文化活動型における差異に

ついては，多活動型の活力が有意に高か

ったものの，その他の要因についてはほ

とんど差異が確認されなかった。そのた

め，メンタルヘルス・プロモーション行

動は，個人の趣向性に合わせて快活動を

積極的におこなうことにより，職業性ス

トレスを低減させる可能性が確認された。 

Ｅ．結論  

	 本研究の結果，メンタルヘルス・プロ

モーション行動は，個人の趣向性に併せ

て実施することで，職業性ストレスの改

善に貢献する可能性が示唆された。今後

は，各行動パターンとストレス状況との

関連における，社会経済学的変数の影響

を明らかにし，対象者の属性に合わせた

支援のあり方について検討が必要である。 

 

Ｇ．研究発表  

1.	 論文発表  

なし  

2.  学会発表  

島崎崇史・飯尾美沙・上地広昭・竹中晃

二（2017）．メンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動パターンとストレス状況との関

連	 日本ストレスマネジメント学会第 16 回大

会・研修会抄録集 p.19 

島崎崇史・上地広昭・竹中晃二（2017）．メン

タルヘルス・プロモーション行動による職業性

ストレス予測モデルの構築 日本心理学会 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし
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 分担研究報告書  

 

メンタルヘルス・プロモーション及びその普及啓発に関する研究  

 

研究分担者  

竹中晃二	 早稲田大学人間科学学術院・教授  

研究協力者  

上地	 広昭（山口大学教育学部・准教授）  

島崎	 崇史（上智大学文学部・講師）  

 

研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション（mental health 

promotion：MHP）において，1）ポジティブな感情・考え方・活動（ポジティブ要

素：PosiMH）がメンタルヘルスのネガティブ側面に果たす防衛的役割を整理し，2）

普及啓発を目的とした MHP ブランド「こころの ABC 活動」を開発し，3）「こころ

の ABC 活動」のリーフレット配布による普及啓発の効果を検証することであった。

1）では，Layous, Chacellor,  & Lyubomirsky（2014）の文献を基に，PosiMH が果たす

防衛的役割を整理した。2）では，Act，Belong，Challenge の 3 要素からなる MHP

ブランド「こころの ABC 活動」を開発した。3）では，自治体職員を対象に，MHP

ブランド「こころの ABC 活動」に関わるリーフレットを開発し，普及啓発の効果と

して配布 1 カ月後に認識，理解，受容，および行動意図についての調査を行った。

その結果，リーフレットそのものが閲覧されておれば，認識→理解→受容→行動意

図と影響が連鎖することがわかった。  

 

Ａ．研究目的  

	 従来，メンタルヘルス問題への対応は，

そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞っ

たアプローチが行われてきた。しかし，

近年では，たとえネガティブな出来事を

経験していたとしても，同時にポジティ

ブな出来事を経験しておれば，ネガティ

ブな影響を緩和できることが知られてい

る（例えば，Haeffel	&	Vargas,	2011）。

このように，ポジティブな感情・考え方・

活動（以後，ポジティブ要素と称する）

は，メンタルヘルス問題の予防策として

の有効性が期待されているものの，その

メカニズムは必ずしも明確になっていな

い。本研究では，そのメカメカニズムの

一端を文献に基づき，ポジティブ要素が

果たすネガティブ側面への防衛的役割を

整理する。  

	 一方，メンタルヘルス・プロモーショ

ン（Mental Health Promotion：MHP）は，

住民のポジティブ・メンタルヘルス

（Positive Mental Health：PosiMH）を増

強させことを目標として，特定のメンタ

ルヘルス問題が確認される前に，PosiMH
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の決定因に働きかけを行い，PosiMH を

最適化することを目的とする介入である

（O'Connell, Boat, & Warner, 2009）。諸外

国では，近年，メンタルヘルス問題に関

わるネガティブ側面への対処とは別に，

PosiMH の強化に焦点を絞った積極的な

MHP 活動が盛んに行われている（例えば，

Donovan & Anwar-McHenry, 2014; Friedli, 

Pliver, Tidyman, et al., 2007）。本研究に

おいては，「こころの ABC 活動」と名

付けた MHP ブランドを開発し，リーフ

レットを用いた普及啓発の効果を検証す

る。  

	 本研究の目的は，MHP において，1）

PosiMH がメンタルヘルスのネガティブ

側面に果たす防衛的役割を整理し，2）普

及啓発を目的とした MHP ブランド「こ

ころの ABC 活動」を開発し，3）「ここ

ろの ABC 活動」のリーフレット配布に

よる普及啓発の効果を検証することであ

る。  

 

Ｂ．研究方法  

1）ポジティブな感情・考え方・活動が果

たすネガティブ側面への防衛的役割 

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）

の文献を基にポジティブな感情・考え

方・活動が果たすネガティブ側面への防

衛的役割を整理した。 

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」

の開発	  

	 MHPブランド「こころのABC活動」の  A，

B，C，それぞれの活動は，PosiMHを得る

ための活動，すなわちメンタルヘルスの良

好な人が行っている活動に基づいている。

著者は，全国健康保険協会に所属し，中小

企業の従業員に対して保健指導を行って

いる保健師と管理栄養士  768 名を対象に，

（1）メンタルヘルスのよい人の特徴や彼

らが日頃行っている行動，および（2）メ

ンタルヘルスの悪い人の特徴や彼らが日

頃行っている行動，について自由記述によ

る調査を行った。また，彼らを通じて，事

業所の上司にあたる者（94名）に対して，  

 

 

 

 

 

 

図1. メンタルヘルス・プロモーション活動「こころ

のABC活動」A: Act; B: Belong; C: Challenge  

部下に関して同様の問いかけを行い，集計

を行った。その後，修正不可能な内容を除

き，メンタルヘルスのよい人が日常生活で

実施している行動として，Act（身体的，

精神的，社会的な活動），Belong（集団へ

の所属や社会的活動），およびChallenge

（ボランティア活動や新規な活動の実施），

の3要素に集約した（図1）。これらの結果

は，Donovan et al.（2006）の調査結果とほ

ぼ一致し，なによりも普及啓発を目的とし

て，人々が理解しやすい「語呂合わせ」と

してA，B，Cという形で示している。本研

究では，MHPブランド「こころのABC活動」

について普及啓発を目的としたリーフレ

ット（図2）を開発して使用した。 

②MHPブランド「こころのABC活動」の普

及啓発  
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����ときがわ町健康づくり運動

詳しくは、町のホームページかリーフレットで！

ときがわ町健康づくり開発委員会 with 早稲田大学応用健康科学研究室

ときがわ町健康づくり開発活動
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スモールチェンジ活動とは、ときがわ町と早稲田大学が共同で取り組んでいる

「ときがわ町民のための健康づくり運動」です。

最近では、町のホームページにスモールチェンジコーナーが掲載され、

町民に広く知られるようになってきました。

「こころのABC活動」は、こころの問題を予防するために行うスモールチェンジ活動です。

特別なことではなく、あなたができるスモ～ルな予防活動を行ってみましょう。
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	 本研究では，地方自治体職員対象にした

リーフレット配布による効果を検証した。

通常，健康行動実践に関する情報提供では，

一方で，押し付け的な指示型提供により，

受け手側の抵抗感や警戒感を高め，そのた 

 

 

 

 

 

 

 

めポスターの掲示や資料の配布では無関

心を招きやすい。本情報提供では，S県T

市の職員1,055名対象に，事前の説明を行

うことなしに「こころのABC活動」普及啓

発リーフレット（図2）を配布し，配布後1

カ月後にイントラネットを通じて，

PosiMHを強化する行動の実践程度，リー

フレット内容についての認識，理解，受容，

および行動意図の調査を依頼した。 

（倫理面への配慮） 

	 MHP ブランド「こころの ABC 活動」

に関わる普及啓発効果の調査については，

S 県 T 市の保健センターを通じて調査実

施の了承を得るとともに，配布後 1 カ月

の回答に関しては，強制でないこと，ま

た質問の内容の一部に答えたくない内容

が含まれている場合は答えなくてもよい

こと，および個人情報の防衛には十分な

配慮を行うことを事前に通知し，回答者

は質問内容を確認し，回答に了解が得ら

れた対象者のデータだけを分析した。 

 

Ｃ．研究結果  

1）ポジティブな感情・考え方・活動がメ

ンタルヘルスのネガティブ側面に果たす

防衛的役割  

	  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PosiMH は，高水準の生活満足度と肯定

的感情（感情的なウェルビーイング），お

よび高水準の心理社会的機能（心理的，

社会的ウェルビーイング）である（Miles, 

Espiritu, Horen, et al., 2010）。幸福感，快

感情，充実感，またそれらを生じさせる

ポジティブ要素は，メンタルヘルス不調

への防衛要因の役割を果たすことが知ら

れている。  

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky, 2014）

は，これらポジティブ要素が果たす精神

疾患への防衛的役割を，（A）近位の危険

因子への直接的抑制効果，（B）遠位の危

険因子から近位の危険因子への影響力の

緩和，および（C）近位の危険因子から

精神症状を導く調整変数，の 3 点で説明

している。  

	 （A）に関しては，精神障害の発症に

最も影響を与える近位の危険因子，例え

ばネガティブな反すう（問題解決を行う

ことなく，繰り返し問題に集中すること）
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や孤独感への抑制効果である。ポジティ

ブ要素は，近位の危険因子に伴うネガテ

ィブな感情・考え方・行動を抑制して障

害の発症を阻止する。 

	 つぎに，（B）では，遠位の危険因子（た

とえば，過去のトラウマ体験）が近位の 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.「メンタルヘルスをよくするために意識して

何かを行っている」行動変容ステージの分布 

 

危険因子へと導く影響力を和らげること

である。遠位の危険因子は，障害の発症

に対する誘引要件になっているものの，

ポジティブ要素を強化することによって

遠位の危険因子から近位の危険因子への

影響力を抑制することができる。 

	 最後に，（C）では，ポジティブ要素が，

近位の危険因子が精神症状に導く軌道を

分ける調整変数となりうることを説明し

ている。すなわち，過去に重大なトラウ

マを経験したとしても，そのことが必ず

しも精神疾患の原因とはならない。ポジ

ティブ要素には，その軌道を肯定的な方

向に導く効果がある。 

	 以上のように，ポジティブ要素がメン

タルヘルスのネガティブ側面に果たす防

衛的役割についてのメカニズムが整理で

きた。  

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」

の開発  

	 本研究で紹介する MHP ブランド「こ

ころの ABC 活動」の  A，B，C，それぞ

れの活動は，PosiM を得るための活動，

すなわちメンタルヘルスの良好な人が行

っている活動に基づいている。著者は，

PosiM を強化するための行動を調査した。

その調査内容は，西オーストラリアで実

施されている  MHP に先立って行われ

た調査（Donovan et al., 2006）に倣って

いる。調査対象者は，全国健康保険協会

に所属し，中小企業の従業員に対して保

健指導を行っている保健師と管理栄養士 

768 名であり，保健指導の対象となって

いる従業員について，（1）メンタルヘル

スのよい人の特徴や彼らが日頃行ってい

る行動，および（2）メンタルヘルスの悪

い人の特徴や彼らが日頃行っている行動，

について自由記述による回答を求めた。

また，彼らを通じて，事業所の上司にあ

たる者（94 名）に対して，部下に関して

同様の問いかけを行い，集計を行った。

その後，修正不可能な内容を除き，メン

タルヘルスのよい人が日常生活で実施し

ている行動として，Act（身体的，精神的，

社会的な活動），Belong（集団への所属

や社会的活動），および  Challenge（ボ

ランティア活動や新規な活動の実施），

の 3 要素に集約した（図 1）。これらの

結果は，Donovan et al.の調査結果とほぼ

一致し，なによりも普及啓発を目的とし

て，人々が理解しやすい「語呂合わせ」

として A，B，C という形で示した。ま

た，地域において健康診査受診者  265 名

を対象に行った質問紙調査においても同

様の結果を得ており，PosiM を強化する

推奨行動  Act-Belong-Challenge に集約し，

それぞれの要素の中で具体的な行動を奨

励している。  

3）MHP ブランド「こころの ABC 活動」
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�92.9%	
�

の普及啓発活動の効果検証 

	 S県 T市職員 1,055名に MHPブランド

「こころの ABC 活動」普及啓発のため

のリーフレットを配布し，その 1 カ月後

に調査を依頼したところ，554 名から回

答が得られた（解答率 52.5%）。 

	 図 3 は，「メンタルヘルスをよくするた

めに意識して何かを行っている」行動変

容ステージの分布を示している。性およ

びステージ間に有意な偏りが見られた

（χ2(4)=13.94, p<.01）。調整済み残差の結

果から，前熟考ステージでは，男性が女

性と比べて，また実行ステージでは女性

が男性と比べて有意に度数が大きかった。

全体の 27%が維持ステージに属しており

既に 6 カ月以上メンタルヘルスをよくす

るために何かの活動を行っている者がい

る一方で，前熟考（現在もこれからも行

うつもりはない）および熟考ステージ（行

っていないが近い将来行いたい）に属す

る，現在何も行っていない者が 64%を占

めた。  

	 図 4 は，今回配布した資料について，

「認識（だいたいの内容を思い出すこと

ができるか？）」→「理解（内容はおおむ

ね理解できるか？）」→「受容（推奨内容

は受け入れられるか？）」→「行動意図（や

ってみようと思ったか？）」の 4 段階の流

れについて「はい」と回答した者の割合

を示している。  

	 「認識」の段階では，全体の 34.7%が

内容を思い出すことができた。閲覧でき

ていれば，その後閲覧した人たちの

92.9%が「理解」ができ，さらに「理解」

できた人たちの 96.3%が内容を「受容」

できた。最後に，「受容」できた人たちの

79.9%が，やってみようという「行動意

図」を示した。  

Ｄ．考察  

	 「こころのABC活動」を開発するにあた

り，事前に従来から知られているいくつか

の根拠を参考にした。ひとつは，ポジティ

ブ心理学の流れである。人々が持つ「強み」 

 

 

 

 

 

 

図4. 配布リーフレットによる普及啓発効果 

に注目し，それらを活用するとともに，人

生のポジティブ要因に注目し，幸福感を得

ようとする試みである。２つ目は，近年，

欧米で推奨されている「meaningful 

activity」，すなわち自分にとって役立つ活

動，重要と認めている活動，創造力を発揮

できる活動，達成感が持てる活動，有能で

あるという感覚をもてる活動，他者を援助

する活動，喜びや楽しみを感じる活動，コ

ントロール感を持てる活動，満足感を味わ

える活動，適切な量の挑戦活動を実践する

ことでメンタルヘルスをよい状態に保と

うとする考え方である。３つ目は，近年，

うつ病の治療に効果があるとされている

行動活性化療法の考え方である。行動活性

化療法では，その人が行う自発的な行動が

「正の強化」をもたらし，その人と環境と

の相互作用を改善する働きを行う。「正の

強化」とは，その人が行動することでよい

ことが起こる，つまり行動すると報酬があ

るという「行動と報酬の組み合わせ」の数
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を増やしていくことである。「こころの

ABC活動」は，自分の好きなことを行うと

「よいことがある」という報酬を導きやす

い。  

	 従来，MHP の普及啓発の効果を検証す

る方法として，単にストレス度の改善だ

けに注目されてきた。しかし，PosiMH

を強化する行動を奨励している MHP に

限っては，その情報内容がどれだけ人々

の認識・理解させたのか，そして内容を

受容させて行動意図を高め，最終的にど

の程度行動実践に至ったかを検証するこ

とが普及啓発活動の目的に合致する。本

研究で示した MHP ブランド「こころの

ABC 活動」の普及啓発活動では，T 市職

員を対象にリーフレットを配布し，1 カ

月後に調査を行った。その結果，リーフ

レットそのものが閲覧されておれば，認

識→理解→受容→行動意図と影響が連鎖

することがわかった。この連鎖は，第一

段階の「認識」，すなわち閲覧してもらえ

れば，大半が「行動意図」まで進むこと

を示しており，事前のバイアスなしの普

及啓発には効果があることがわかった。

今後は，情報提供の内容とは別に，単な

るメンタルヘルス教育ではなく，また予

防の「押し付け」でもない，効果が上が

る普及啓発活動を模索し，その効果を検

証していきたい。  

 

Ｅ．結論  

	 メンタルヘルス問題に含まれる煩瑣な

ことは，当人が気分の重さを訴え，周り

の人も気がつき，専門家に委ねられる段

階では，すでに深刻な状態に陥っており，

そこからの回復が思うように進まないこ

とである。近年，職域ではストレスチェ

ック制度の導入と合わせて，相談サービ

スや具体的対策も充実してきたものの，

メンタルヘルスに関する対策は，依然と

して二次・三次予防が中心である。その

ため，具体的で効果が期待できる一次予

防対策が求められていることは言うまで

もない。「こころの ABC 活動」をはじめ

とする MHP は，PosiM を強化し，まさに

メンタルヘルス問題の一次予防として期

待されている。  
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「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

分担研究報告書 
 

予防教育プログラムの評価 
 

分担研究者 
島津明人（北里大学一般教育部人間科学教育センター・教授） 

研究協力者 
田山淳（長崎大学長崎大学大学院教育学研究科教職実践専攻・准教授） 

松田英子（東洋大学社会学部社会心理学科・教授） 
島田恭子（東洋大学 21 世紀ヒューマン・インタラクション・ 

リサーチ・センター・研究員） 
外山浩之（北里大学一般教育部人間科学教育センター・研究員） 
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デジタルコグニティブサイエンスセンター） 

中村友昭（株式会社 NTT データ経営研究所 情報未来イノベーションセンター 
デジタルコグニティブサイエンスセンター） 

 
研究要旨：本研究の目的は，職域における個人に向けたメンタルヘルス・プロモーション

に関して，予防教育プログラムの評価を行うことである。2 年目にあたる平成 29 年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因としてリカバリー経験（仕事以外の時間の使い方）

に注目し，リカバリー経験を促す教育プログラム（アプリケーション）開発の予備的検討

を行うとともに，開発した教育プログラムの効果の個人差を検討するための WEB 調査を行

った。 
まず，仕事との心理的距離（リカバリー経験の主要要素）を阻害するワーカホリズムの

低減プログラム（注意バイアス修正法）を開発し，その効果を健常な学生を対象としたパ

イロット研究で評価した。その結果，State	anxiety と Attention	bias の reaction	time

にポジティブな変化が認められた。	

次に，ワーカホリズム（強迫的な働き方）と心理的距離との関連に個人特性（Big	Five

パーソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす影響を WEB 調査で検討した。その結果，パーソ

ナリティに関しては神経症傾向が，完全主義傾向に関しては高目標設置が，それぞれ強迫

的な働き方と有意な交互作用を有していた。	

今後，心理的距離の促進が期待されるワーカホリズムの低減プログラムを実施する際は，



実施対象者を（1）神経症傾向が高い，（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中程度以下，

などの個人特性に注目し，これらの特性を有する人に限定することで，プログラムの効果

をより高めることが期待される。 
 
Ａ．はじめに 

本研究の目的は，人々がストレス対処法

を身に着ける（ストレスマネジメント）だ

けでなく，「良いメンタルヘルス状態を保つ」

ために必要な行動の実践（メンタルヘル

ス・プロモーション）を促し，メンタルヘ

ルス問題の予防に貢献できる教育・普及・

プログラムを開発し，評価システムを作成

することである。このうち，本分担研究で

は，職域における個人に向けたメンタルヘ

ルス・プロモーションに関して，予防教育

プログラムの評価を行うことを目的とする。 

初年度にあたる平成 28 年度では，職域に

おける個人向けメンタルヘルス・プロモー

ションの評価指標に関して，ワーク・エン

ゲイジメントに注目した文献レビューを行

った。 

2 年目にあたる平成 29 年度では，ワー

ク・エンゲイジメントの促進要因としてリ

カバリー経験（仕事以外の時間の使い方）

に注目し，リカバリー経験を促す教育プロ

グラム開発の予備的検討を目的とした。具

体的には，仕事との心理的距離（リカバリ

ー経験の主要要素）を阻害するワーカホリ

ズムの低減プログラム（アプリケーション）

を開発し，その効果をパイロット研究で評

価することを第 1 の目的とした。 

また，開発したアプリの効果の個人差を

探索するため，ワーカホリズムと心理的距

離との関連に個人特性が及ぼす影響を検討

することを第 2 の目的とした。 

	

Ｂ．リカバリー経験を促進するためのプロ

グラム（アプリ）の開発	

1.	目的	

	 研究 1 では，リカバリー経験の主要な要

素である心理的距離を促進するためのプロ

グラム（アプリ）を開発しパイロット研究

を行った。パイロット研究では，学生の

Study	engagement とストレス反応をアウト

カムとし，心理的距離の促進が期待される

ワーカホリズムの低減プログラムによって，

どのようなポジティブな効果が見込まれる

のかを検討した。	

	

2.	方法	

2.1	対象	

健常な大学生 17 名（男性 7 名、女性 10

名）を対象とした。平均年齢±標準偏差は

21±1 歳であった。	

プログラム及び方法論：プログラムは，

ストレス軽減で実績のある注意バイアス修

正法（Attention	Bias	Modification：ABM）

を用いた。ABMプログラムは通常 PC 上で実

施されることが多いが，本研究ではユーザ

ビリティの高い ipad アプリケーションに

ABM プログラムを実装したものを用いた。

なお，実施期間は 3 日間であり，ABM 実施

回数は 5 回（全試行回数 635 試行）であっ

た。	

2.2	ABM の課題	

ABM 課題としては，8つのワーカホリズム

関連ワードと，8 つのポジティブな内容の

ワードのいずれかをペアにして全 127 試行



ランダムに ipad 画面の上下空間に提示し，

素早くポジティブな方向を指で選択する課

題であった（図 1）。提示順序及び提示時間

については，1試行あたり，注視点 500msec，

上下ペア素材 500msec，プローブ（：）を

選択反応があるまで提示した。	

2.3	ABM に用いたワード	

ワーカホリズム関連用語として，【中毒，

強迫，無休，我慢，犠牲，過労，依存，悲

劇】を用いた。ポジティブ内容のワードと

して，【順調，意欲，好調，充実，元気，達

成，活力，熱意】を用いた。それぞれのワ

ードについて，ABM 最終回後に対象者に 7

件法で感情価評価（1.	非常にポジティブ，

2.	割とポジティブ，3.	わずかにポジティ

ブ，4.	ニュートラル，5.	わずかにネガテ

ィブ，6.	割とネガティブ，7.	非常にネガ

ティブ）を求めた。	

2.4 評価	

Study	engagement（vigor,	dedication,	

absorption），Anxiety（ trait	 anxiety,	

state	anxiety），Attention	bias	(reaction	

time,	correct	answer	rate)の 3 点を評価

した。	

	

3.	結果	

ワードの感情価評価について，ワーカホ

リズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差

は，5.8	±	0.4	(95%CI:	5.6-6.0)であった。

一方，ポジティブな内容のワードのスコア

平均±標準偏差は，1.7	±	0.4	(95%CI:	

1.5-1.9)であった。	

study	engagement については，介入後の変

化は見られなかった（表 1）。	

	 Anxiety については，Trait	anxiety は実

施後に変化は見られなかった。しかしなが

ら，State	anxiety は実施後に有意に軽減

した（46.2	±	10.3	(95%CI:	40.9-51.5)	to	

43.5	 ±	 9.3	 (95%CI:	 38.7-48.3),	

p=0.0479）。	

	Attention	bias については，1回目と 5回

目の Correct	answer	rate に差は見られな

かったが，Reaction	time が実施後に顕著

に短くなった（603	±	72.2	msec	(95%CI:	

566-640)	 to	 475	±	 69.8	 msec	 (95%CI:	

439-511),	p=0.0001）。	

	

4.	考察	

結果として，本プログラムによって，

State	 anxiety と Attention	 bias の

reaction	time にポジティブな変化が見ら

れることが明らかになった。ワーカホリズ

ム関連ワードの非捕捉により，State	

anxiety の改善が見られたことは国内外で

の新しい所見であり，今後詳細な効果検証

をするに値する点である。	

本研究はパイロットスタディであり，ワ

ーカホリズム関連ワードの非捕捉によって

State	anxiety が軽減したメカニズムにつ

いては明確に論じることはできないが，ワ

ーカホリズム関連ワードの非捕捉によって，

ポジティブな内容のワードの捕捉 Reaction	

time が短くなったという行動指標の変化が

媒介要因になっている可能性がある。つま

り，ABM により脳内のワーカホリズム関連

ワードに反応する脳部位の賦活が軽減した

ことによって，State	anxiety が軽減した

かもしれない。	

	

Ｃ．個人特性がワーカホリズムとリカバリ

ー経験との関連に及ぼす影響 
1.	目的	



研究 2 では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズムと心理的距離との関連

に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で検討

することを目的とした。本研究では，個人

特性として，Big	Five パーソナリティ，完

全主義傾向の 2 つの特性を取り上げて検討

する。	

	

2.	方法	

2.1	対象	

株式会社 NTT データ経営研究所の人間情

報データベース登録モニタを対象として

WEB 調査を行い，データを収集した。調査

の案内は，人間情報データベース登録モニ

タ 18494 名を対象に行った。18,494 名のう

ち回答があったのは 13,444 名であり，その

内有職者 9,191 名のデータを解析に使用し

た（男性	=	6,373 名，女性	=	2,818 名；平

均年齢	=	50.2 歳，SD	=	10.7）であった。

また，調査期間は 2018 年 2 月 16 日～2 月

26 日であった。	

	

2.2	使用尺度	

1）心理的距離：日本語版リカバリー経験尺

度（REQ-J：Shimazu	et	al.,	2012）の心理

的距離に関する 5 項目（項目例：仕事のこ

とを忘れる）を用いて測定した。本研究で

は，各質問内容に関して該当する程度を「1	

=	全く当てはまらない」から「5	=	よく当

てはまる」の 5	件法で回答を求めた。	

2 ）ワ ーカ ホリズ ム ： 日本語 版 The	

DutchWorkaholism	Scale（DUWAS：Schaufeli,	

Shimazu,		&	Taris,	2009）を使用して測定

した。本尺度は，働き過ぎ（項目例:	常に

忙しく，一度に多くの仕事に手を出してい

る），強迫的な働き方（項目例:	仕事を休ん

でいる時間は，罪悪感を覚える）の 2 下位

尺度・合計 10	項目で構成されている。本

研究では，各質問内容に関して該当する頻

度を「1	=	感じない」から「4	=	いつも感

じる」の 4	件法で回答を求めた。本研究で

は，2 つの下位尺度のうち，先行研究

（Shimazu	et	al.,	2014）で心理的距離と

負の関連が明らかにされている「強迫的な

働き方」をその後の解析に用いた。	

3）Big	Five パーソナリティ：日本語版 Ten	

Item	Personality	Inventory（小塩，阿部，

Cutrone，2012）を用いて評価した。この尺

度は，主要 5 因子性格特性の外向性（項目

例：活発で，外向的だと思う），調和性（項

目例：人に気をつかう，やさしい人間だと

思う），神経症傾向（項目例：心配性で，う

ろたえやすいと思う），勤勉性（項目例：し

っかりしていて，自分に厳しいと思う），開

放性（項目例：新しいことが好きで，変わ

った考えをもつと思う）をそれぞれ 2 項目

で評価することができる。本研究では，各

質問項目に関して該当する程度を「1	=	全

く違うと思う」から「7	=	強くそう思う」

の 7件法で回答を求めた。	

4）完全主義傾向：多次元完全主義認知尺度

（小堀，丹野，2004）を使用して測定した。

この尺度は，個人の高目標設置（項目例：

目標は高いほどやりがいがある），完全性追

求（項目例：完ぺきにやらなければ安心で

きない），ミスへのとらわれ（項目例：ミス

があると，自分が惨めに思えてくる）に関

する認知傾向を 3下位尺度・合計 15 項目で

評価する質問紙である。本研究では「1	=	全

くなかった」から「4	=	いつもあった」の



4 段階で回答を求めた。	

5）仕事の要求度，仕事の資源	

	 職業性ストレス調査票（下光他,	1998）

のうち，仕事の量的負担（項目例：非常に

たくさんの仕事をしなければならない），仕

事のコントロール（項目例：自分で仕事の

順番・やり方を決めることができる），職場

内サポート（上司，同僚）（項目例：あなた

が困った時、次の人たちはどのくらい頼り

になりますか？）の下位尺度を用いて測定

した。各質問項目に関して該当する程度を

「1=ちがう」から「4=そうだ」の 4 件法で

回答を求めた。	

	

6）人口統計学的変数	

	 年齢，性別，雇用形態を尋ねた。	

	

2.3	統計解析：	

1）すべての連続変数を中心化したうえで，

心理的距離を基準変数，以下のステップで

説明変数を段階的に投入する階層的重回帰

分析を行い，Big	Five パーソナリティと強

迫的な働き方との交互作用が心理的距離に

及ぼす影響を検証した。	

Step	1：人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）	

Step	2：仕事の要求度，仕事の資源	

Step	3：Big	Five パーソナリティ，強迫的

な働き方	

Step	4：	Big	Five パーソナリティと強迫

的な働き方との交互作用	

	 交 互 作 用 の 単 純 傾 斜 の 検 定 は ，

Pick-a-point 法（Hayes,	2013）により SD

を基準に対象者を 3群に分割し，10,000 回

のブートストラップ法を用いて行った。	

2）すべての連続変数を中心化した上で，心

理的距離を基準変数，以下のステップで説

明変数を段階的に投入する階層的重回帰分

析を行い，完全主義傾向と強迫的な働き方

との交互作用が心理的距離に及ぼす影響を

検証した。	

Step	1：人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）	

Step	2：仕事の要求度，仕事の資源	

Step	3：完全主義傾向，強迫的な働き方	

Step	4：完全主義傾向と強迫的な働き方と

の交互作用	

	 交 互 作 用 の 単 純 傾 斜 の 検 定 は ，

Pick-a-point 法（Hayes,	2013）により SD

を基準に対象者を 3群に分割し，10,000 回

のブートストラップ法を用いて行った。	

3）強迫的な働き方と心理的距離との関連に

おける感度分析を行うため，心理的距離の

得点の SD を基準に対象者を 3群（高群，中

群・低群）に分割し，各群における両者の

関連の強さを検討した。	

	

3.	結果	

3.1	Big	Five パーソナリティと強迫的な働

き方との交互作用（表 2）	

Step	4 において，神経症傾向と強迫的な

働き方との交互作用が有意であった	(β	=	

-.03,	p	=	.009)。	

交互作用の単純傾斜の検定の結果，神経

症傾向が高いほど強迫的な働き方と心理的

距離とのネガティブな関係が強くなる傾向

が認められた（図 2）。これらの結果は，神

経症傾向の高い労働者は低い労働者に比べ

て，強迫的な働き方をすることによって仕

事から心理的に離れることがより難しくな

る可能性を示唆している。	

	



3.2 完全主義傾向と強迫的な働き方との交

互作用（表 3）	

Step	4 において，高目標設置と強迫的な

働き方との交互作用が有意であった	(β	

=	.04,	p	=	.001)。	

交互作用の単純傾斜の検定の結果，高目

標設置が低いほど，強迫的な働き方と心理

的距離のネガティブな関係が強くなる傾向

が認められた（図 3）。これらの結果は，仕

事において高い目標設定をする傾向が低い

個人ほど，強迫的な働き方をすることで，

仕事から離れることがより難しくなる可能

性を示唆している。	

	

3.3 強迫的働き方と心理的距離との関連に

おける感度分析（表 4～6）	

心理的距離・高群では，強迫的な働き方

が心理的距離と有意な関連を有していなか

った。しかし，心理的距離・中群および低

群では，強迫的な働き方が心理的距離と有

意な関連を有しており，特に中群において

その効果が最大であった(それぞれ，β	=	

-.14,	p	=	.000；β	=	-.11,	p	=	.002)。

これらの結果は，強迫的な働き方の低減に

焦点を当てた心理的距離の促進プログラム

が，心理的距離・高群では効果が認められ

にくいのに対して，中程度以下の群では有

効である可能性を示唆している。	

	

4.	考察	

研究 2 では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズム（強迫的な働き方）と

心理的距離との関連に個人特性（Big	Five

パーソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす

影響を WEB調査で検討した。	

個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置が，それぞれ強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人に，

より有効である可能性を示唆している。ま

た，感度分析では，心理的距離が中程度以

下の群，特に中程度の群において本プログ

ラムが最も有効である可能性も示唆された。

今後，本プログラムを実施するに際しては，

事前に実施対象者を神経症傾向が高い人や

目標設置が低い人，心理的距離が中程度以

下の人に限定することで，プログラムの効

果をより高めることが期待される。 

 

Ｄ．結論 
	 本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。2年目にあたる平成29年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因とし

てリカバリー経験（仕事以外の時間の使い

方）に注目し，リカバリー経験を促す教育

プログラム（アプリケーション）開発の予

備的検討を行うとともに，開発した教育プ

ログラムの効果の個人差を検討するための

WEB 調査を行った。 
まず，仕事との心理的距離（リカバリー

経験の主要要素）を阻害するワーカホリズ

ムの低減プログラム（注意バイアス修正法）

を開発し，その効果を健常な学生を対象と

したパイロット研究で評価した。その結果，



State anxietyとAttention biasの reaction 
time にポジティブな変化が認められた。 
次に，ワーカホリズム（強迫的な働き方）

と心理的距離との関連に個人特性（Big 
Five パーソナリティ，完全主義傾向）が及

ぼす影響を WEB 調査で検討した。その結

果，パーソナリティに関しては神経症傾向

が，完全主義傾向に関しては高目標設置が，

それぞれ強迫的な働き方と有意な交互作用

を有していた。 
今後，心理的距離の促進が期待されるワ

ーカホリズムの低減プログラムを実施する

際は，実施対象者を（1）神経症傾向が高い，

（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中

程度以下，などの個人特性に注目し，これ

らの特性を有する人に限定することで，プ

ログラムの効果をより高めることが期待さ

れる。 
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